
平成 30 年６月 15 日 

平成 29年度における景品表示法の運用状況及び表示等の適正化への取組 

消費者庁では、不当な表示及び過大な景品類の提供行為に対して、景品表示法

の規定に基づいて厳正・迅速に対処するとともに、同法の普及・啓発に関する活

動を行うなど、表示等の適正化に努めています。 

この度、別添のとおり、平成 29年４月１日から平成 30年３月 31日までの消

費者庁における景品表示法の運用状況等を取りまとめましたので、公表します。 

【本件に対する問合せ先】 

消費者庁表示対策課 総括係 

電話: 03(3507)8800（代表） 

News Release 
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平成29年度における景品表示法の運用状況及び表示等の適正化への取組 

 

平成30年６月15日 

消費者庁表示対策課 

 

第１ 景品表示法違反被疑事件の処理状況 

１ 国（消費者庁及び公正取引委員会事務総局地方事務所・支所等） 

(1)  概況 

消費者庁は、景品表示法違反被疑事件について調査を行い、違反する事実がある

と認められたときは、措置命令の名宛人となるべき者に対し、予定される措置命令

の内容等を通知し、弁明書及び証拠書類等を提出する機会を付与し、弁明の内容等

を踏まえて措置命令を行っている。 

また、措置命令を行うに足る事実が認められなかった場合であっても、景品表示

法に違反するおそれがあるときは、関係事業者に対し、是正措置を採るよう指導し

ている。 

さらに、「不当景品類及び不当表示防止法の一部を改正する法律」（平成26年法

律第118号）が平成28年４月１日に施行され、景品表示法に課徴金制度が導入された

ところ、消費者庁は、景品表示法第５条第１号又は第２号の規定に違反する事実が

あると認められたときは、所定の要件に従い、課徴金納付命令の名宛人となるべき

者に対し、措置命令の場合と同様に弁明の機会を付与し、弁明の内容等を踏まえて

課徴金納付命令を行っている。 

平成29年度における調査件数は、前年度から繰越しとなっている228件、年度内に

新規に着手した425件の合計653件である。同年度における処理件数は、措置命令が

50件、課徴金納付命令が19件、指導が179件のほか、都道府県による処理が適当とし

て都道府県に移送したものが130件、公正競争規約により処理することが適当として

当該公正競争規約を運用している公正取引協議会等に移送して同協議会等が処理し

たものが15件などの合計426件である。 

措置命令の件数については、平成27年度は13件、平成28年度は27件、平成29年度

は50件となっている。 

平成29年度に処理したもののうち、公正取引委員会事務総局地方事務所・支所等

が行った調査の結果を踏まえて消費者庁が行ったものは、措置命令６件（中部事務

所、近畿中国四国事務所、近畿中国四国事務所四国支所、九州事務所）、指導34件、

調査を打ち切ったもの等２件である。 
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過去３年間の措置命令件数の推移 

 
 

表１ 調査件数等の推移                      （単位：件） 

年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

前年度からの繰越し 138 188 228 

新規件数 職権探知 129 45 93 

情報提供注１ 301（9,667） 299（7,906） 323（11,053注２） 

自主報告注３ ― 11 9 

小計 430 355 425 

調査件数 568 543 653 

処理件数 措置命令 13 27 50 

指導 178 138 179 

都道府県移送 78 80 130 

協議会処理 21 6 15 

打切り等 90 64 52 

小計 380 315 426 

次年度への繰越し 188 228 227 

（注１）外部から提供された情報に基づき、景品表示法違反被疑事案として処理する

ことが適当と思われた事案数。括弧内の数字は外部から提供された情報の総数。 

（注２）このうち食品表示に関係する内容（外食等、役務に分類されるものは含まな

い。）が含まれる情報数は702件。 

（注３）景品表示法第９条の規定に基づく自主報告のうち、景品表示法違反被疑事案

として処理することが適当と思われた事案数。 

（注４）単位は、「情報提供」欄の括弧内の数値は情報数であり、それ以外は事案数。 
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表２ 平成29年度における処理事件の商品役務別分類 （単位：件） 

商品役務 措置命令 指 導 合 計 

食品注 19 53 72 

被服品 2 16 18 

住居品 4 14 18 

教養娯楽品 8 22 30 

教養・娯楽サービス 2 17 19 

車両・乗り物 4 4 8 

保健衛生品 0 12 12 

土地・建物・設備 0 1 1 

運輸・通信サービス 6 14 20 

教育サービス 0 2 2 

金融・保険サービス 0 3 3 

その他 5 21 26 

合計 50 179 229 

（注）外食等、役務に分類されるものは含まない。 

 

表３ 平成29年度における公正取引委員会地方事務所・支所等が調査を行った事件処理件数

 （単位：件） 

公正取引委員会 

地方事務所・支所等 
措置命令 指 導 合 計 

北海道事務所 0[0] 3 3 

東北事務所 0[0] 2 2 

中部事務所 1[2] 8 9 

近畿中国四国事務所 2[2] 6 8 

中国支所 0[1] 1 1 

四国支所 1[0] 0 1 

九州事務所 2[1] 8 10 

沖縄総合事務局 0[0] 6 6 

合計 6[6] 34 40 

（注） [  ]内は平成28年度の件数（以下表５、表６も同じ） 

 

(2)  課徴金納付命令等の状況 

景品表示法の課徴金制度は、「不当景品類及び不当表示防止法の一部を改正する

法律」が平成26年11月19日に成立し、平成28年４月１日から施行され、運用が始まっ

た。 

平成29年度においては、17名の事業者に対して延べ19件の課徴金納付命令を行い、

３億9153万円の課徴金の納付を命じた。また、提出された実施予定返金措置計画に

ついて、１件の認定を行った。さらに、一般消費者の被害回復を支援する観点等か

ら、認定された返金措置を当庁ウェブサイトに掲載している。 
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表４ 課徴金納付命令及び実施予定返金措置計画に係る処分の件数の推移 

                                      （単位：件数） 

 平成28年度 平成29年度 

課徴金納付命令 1 19 

実施予定返金措置計画 
認定 2 1 

不認定 1 0 

 

(3)  景品表示法と健康増進法との一体的な執行 

国民の健康志向の高まりから、いわゆる健康食品が広く普及している中、インター

ネット等を利用した広告・宣伝が活発に行われている。このような広告・宣伝の中

には、虚偽・誇大広告や不当表示に当たるおそれのあるものも見受けられ、これら

虚偽・誇大広告等に対する厳正な法執行が求められている。 

上記虚偽・誇大広告等に対しては、景品表示法及び健康増進法に基づく法執行が

考えられるところ、消費者庁では、より効果的な法執行を行うため、表示対策課食

品表示対策室において、平成28年度６月30日に全面改訂した「健康食品に関する景

品表示法及び健康増進法上の留意事項について」の周知に引き続き力を入れるとと

もに、平成29年度に、インターネット上で特定保健用食品及び機能性表示食品の虚

偽・誇大広告の監視を行い、健康増進法第31条第１項の規定に違反するおそれのあ

る事業者に対しては、表示の改善を要請したことを公表した。 

平成29年度においては、健康食品に関して、景品表示法に基づく措置命令１件（後

記(4)参照）のほか、健康増進法第31条第１項（誇大表示の禁止）に違反するおそれ

がある事案について、34件の指導を行った。 

 

(4)  表示事件の処理状況 

平成29年度に措置命令を行った事件は、次のとおり、全て表示事件であり、その

件数は計50件である（別紙１参照）。 

・移動体通信役務に係る通信速度及びSIMカードの販売数量シェアに関する

不当表示並びに同役務に係るデータ通信量の通信利用容量の対象範囲に

関する不当表示 

１件   

・自動車の車検サービスに係る提供価格の割引期限に関する不当表示及び同

役務の提供価格に関する不当な二重価格表示 

１件   

・介護職員講座の提供価格に関する不当な二重価格表示及び医療事務講座の

提供価格に関する不当な二重価格表示 

２件   

・住宅リフォーム工事の提供価格に関する不当な二重価格表示 １件   

・玩具の原産国に関する不当表示 １件   

・自動車用タイヤの販売価格に関する不当な二重価格表示 １件   

・ガス機器の販売価格に関する不当な二重価格表示及びガス機器の取引に関

する不当表示 

３件   

・オンラインゲーム内のガチャに関する不当表示及びオンラインゲーム内の

仮想通貨に関する不当表示 

２件   

・オンラインゲームにおけるアイテムの使用許諾に係る懸賞企画に関する不

当表示 

１件   

・通信端末の販売に関する不当表示 １件   
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・飲料の痩身効果に関する不当表示 １件   

・特別用途食品の許可要件に関する不当表示 １件   

・日常生活における各種トラブルを解決するための役務に関する不当表示 ２件   

・葛の花由来イソフラボンを機能性関与成分とする機能性表示食品の痩身効

果に関する不当表示 

16件   

・カー用品の販売価格に関する不当な二重価格表示 １件   

・衣料品の割引率に関する不当表示 １件   

・中古自動車の保証に関する不当表示 １件  

・下着の痩身効果に関する不当表示 １件 

・自動車ボディ等の補修剤における効能に関する不当表示 １件 

・葬儀サービスの費用に関する不当表示 １件 

・クリアホルダー等の販売価格に関する不当な二重価格表示 １件 

・スポーツ用品等の販売価格に関する不当な二重価格表示 １件 

・オンラインゲーム内のガチャのキャラクター出現確率に関する不当表示 １件 

・ポット型浄水器のカートリッジの個数に関する不当表示 １件 

・英会話教材の販売価格に関する不当な二重価格表示及び同商品の販売価格

の割引期限に関する不当表示 

１件 

・テレビ等の販売価格に関する不当な二重価格表示等 １件 

・セキュリティソフトウェアの使用許諾に係る提供価格に関する不当な二重

価格表示及び同役務の提供価格の割引期限に関する不当表示 

１件  

・ウインナーソーセージの添加物使用に関する不当表示 １件 

・液晶ディスプレイの機能に関する不当表示 ２件 

 

表５ 表示事件の内訳 （単位：件） 

関係法条 措置命令 指 導 合 計 

第５条第１号（優良誤認） 27[21] 95 122 

 第７条第２項適用 23[15] 0 23 

第５条第２号（有利誤認） 20[ 5] 65 85 

第５条第３号 4[ 2] 8 12 

 無果汁 0[ 0] 0 0 

原産国表示 1[ 0] 6 7 

消費者信用 0[ 0] 0 0 

不動産おとり広告 0[ 0] 0 0 

おとり広告 3[ 2] 2 5 

有料老人ホーム 0[ 0] 0 0 

合 計（延べ数） 51[28] 168 219 

（注）関係法条が２以上にわたる事件があるため、本表の合計は表１の数値と一致し

ない。 
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(5)  景品事件の処理状況 

平成29年度における処理状況は次のとおりである。 

表６ 景品事件の内訳 （単位：件） 

関係告示 措置命令 指導 合計 

懸賞景品告示 0[0] 9 9 

総付景品告示 0[0] 5 5 

業種別景品告示 0[0] 0 0 

合計（延べ数） 0[0] 14 14 

 

(6)  行政処分取消訴訟等 

平成29年12月27日付けでアマゾンジャパン合同会社に対して景品表示法の規定に

基づく措置命令を行ったことに対し、平成30年１月26日、同社が同命令の取消し及

び同命令の執行停止を求めて提訴した（訴訟係属中）。 

平成28年３月10日付けで株式会社村田園に対して景品表示法の規定に基づく措置

命令を行ったことに対し、同月25日、同社が同命令の取消しを求めて提訴した。平

成29年６月27日、東京地方裁判所において原告の請求を棄却する判決がなされた（平

成29年７月11日に判決確定。）。 

 

２ 都道府県知事 

都道府県知事は、景品表示法第33条第11項及び不当景品類及び不当表示防止法施行

令第23条の規定に基づき、自らの判断と権限によって景品表示法を運用することがで

きる。 

最近の都道府県知事による措置命令件数は、表７のとおりである。 

平成29年度においては、７都道府県において８件の措置命令が行われている（別紙

２参照）。 

 

過去３年間の措置命令件数の推移 
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表７ 都道府県知事による措置命令件数  

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

3件 

（埼玉県 1件） 

（岐阜県 1件） 

（広島県 1件） 

1件 

（静岡県 1件） 

8件 

（静岡県 2件） 

（北海道 1件） 

（福岡県 1件） 

（長野県 1件） 

（兵庫県 1件） 

（栃木県 1件） 

（東京都 1件） 

 

第２ 表示等の適正化への取組状況 

１ 実態調査 

(1)  「打消し表示に関する実態調査報告書」の公表 

広告表示において、割安料金を強調する一方で、実際は割安料金の適用には制約

がある旨を見にくく記載している表示や、痩身効果を強調する一方で、「効能効果

を表すものではない」などと小さな文字で記載している表示などがみられる。 

消費者庁表示対策課は、このような「打消し表示」について調査を行い、平成29

年７月14日、「打消し表示に関する実態調査報告書」を公表し、収集した打消し表

示が含まれる表示物（計494点）の実態を明らかにするとともに、模擬広告（表示例）

を制作してWebアンケート調査（回答数1,000件）及びグループインタビュー調査（12

名）を実施し、これらの調査結果に基づいた景品表示法上の考え方を示した。 

景品表示法の執行においてもこの報告書で明らかにした考え方に基づく事実認定

を行っているところ、昨年度に消費者庁が措置命令及び指導を行った事件のうち、

問題となった表示に打消し表示が含まれていた事例の中で、打消し表示の効果等に

ついての考え方を検討する上で、参考となると考えられる認定例は次のとおりであ

る。 

 

(2)  「打消し表示に関する実態調査報告書」の公表後の事件のうち、打消し表示に対す

る評価を行った事件 

 

表８ 「打消し表示に関する実態調査報告書」の公表後の事件のうち、打消し表示に対する評価を行っ

た事件一覧 

 

ソフトバンク株式会社に対する措置命令（平成29年７月27日） 

ティーライフ株式会社に対する措置命令（平成29年９月29日） 

葛の花由来イソフラボンを機能性関与成分とする機能性表示食品の販売事業者16社に対す

る措置命令（平成29年11月７日） 

株式会社IDOMに対する措置命令（平成29年12月８日） 

株式会社e-chanceに対する措置命令（平成29年12月19日） 

東レ株式会社に対する措置命令（平成30年２月１日） 

マカフィー株式会社に対する措置命令（平成30年３月22日） 
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２ 「時間貸し駐車場の料金表示について」の公表 

時間貸し駐車場の料金表示に関し、「１時間」等時間当たりの単価料金のほか、２

４時間の最大料金や夜間の最大料金などが設定されている場合がある。時間貸し駐車

場における「最大料金」とは、事業者が設定する時間帯等における最高額（支払上限

額であり、最高額に達した以降は料金が加算されない）を指すものであるところ、そ

の適用条件、とりわけ当該条件の繰り返し適用の有無に関し、景品表示法上問題とな

り得る消費者トラブルが多くみられることから、これについて景品表示法上の考え方

を明らかにするとともに、長時間の利用も想定される年末年始を前に、消費者が特に

注意すべきことを整理して平成29年12月25日に公表した。 

 

３ 事業者が講ずべき景品類の提供及び表示の管理上の措置に係る執行状況 

消費者庁は、景品表示法第26条第１項の規定に基づき事業者が講ずべき措置に関し

て、その適切かつ有効な実施を図るため必要があると認めるときは、当該事業者に対

し、その措置について必要な指導及び助言をすることができる（景品表示法第27条）。 

また、消費者庁は、事業者が正当な理由がなくて景品表示法第26条第１項の規定に

基づき事業者が講ずべき措置を講じていないと認めるときは、当該事業者に対し、景

品類の提供又は表示の管理上必要な措置を講ずべき旨の勧告をすることができるとと

もに（景品表示法第28条第１項）、勧告を行った場合において当該事業者がその勧告

に従わないときは、その旨を公表することができる（同条第２項）。 

上記に係る消費者庁の執行状況は表９のとおりである。 

 

表９ 事業者が講ずべき措置に係る処理状況           （単位：件） 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

指導及び助言 84 100 86 

勧告 0 0 0 

公表 0 0 0 

 

４ 公正競争規約 

公正競争規約（以下「規約」という。平成30年３月31日現在104件〔景品37件、表示

67件〕）は、景品表示法第31条の規定により、消費者庁長官及び公正取引委員会の認

定を受けて事業者又は事業者団体が設定する景品類の提供又は表示に関する自主的な

ルールであり、①不当な顧客の誘引を防止し、一般消費者による自主的かつ合理的な

選択及び事業者間の公正な競争を確保するために適切なものであること、②一般消費

者及び関連事業者の利益を不当に害するおそれがないこと、③不当に差別的でないこ

と、④規約に参加し、又は規約から脱退することを不当に制限しないことの４つがそ

の認定要件となっている。 

消費者庁は、商品・サービスの表示方法の複雑化、消費者ニーズの多様化等の状況

の変化を踏まえ、表示の適正化及び過大な景品類の提供の防止が図られるよう、一般

消費者による適正な商品・サービスの選択に資する観点から、規約の設定・変更等に

関する指導を行ってきている。 

平成29年度においては、７件の規約の変更を認定した。 

なお、規約等の内容に変更があった主なものは次のとおりである。 
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表10 規約等の内容に変更があった主なもの 

種別 
表示・景

品の別 

変更等の

対象とな

る規程 

変更の概要 告示日等 

即 席 め

ん 

表示 規約及び

施行規則 

食品表示法（平成25年法律

第70号）に基づく食品表示

基準（平成27年内閣府令第

10号）の一部を改正し、全

ての加工食品に原料原産

地表示を義務付ける内閣

府令（平成29年内閣府令第

43号）が平成29年９月１日

に施行されたことから、これ

に対応させる変更等を行っ

た。 

平成30年２月５日 

認定、承認 

平成30年２月19日 

官報告示 

ビール 表示 規約及び

施行規則 

平成29年度税制改正に関

連し、酒税法（昭和28年法

律第６号）におけるビール

の定義が改正され、平成30

年４月１日から施行され

ることから、これに対応さ

せる変更等を行った。 

平成30年２月20日 

認定、承認 

平成30年３月９日 

官報告示 

 

５ 電子商取引表示監視調査システムによる常時監視の実施 

消費者向け電子商取引の健全な発展と消費者取引の適正化を図る観点から、一般消

費者に「電子商取引表示調査員」を委嘱し、インターネット上の広告表示の調査を委

託して、電子商取引表示監視調査システムを通じて景品表示法上問題となるおそれが

あると思われる表示について報告を受けている。電子商取引表示調査員からの報告は、

景品表示法違反事件の端緒の発見、景品表示法違反行為の未然防止の観点から行う事

業者への啓発活動に活用している。 

平成29年度においては、電子商取引表示調査員から916件のインターネット上の広告

表示について報告を受けた。さらに、景品表示法違反につながるおそれがあるなどの

問題があると認められた188サイト172事業者に対し、景品表示法違反行為の未然防止

の観点から啓発のメールを送信した。 

 

６ 関係行政機関との連携等 

都道府県等における景品表示法の執行力の強化に向けて、公正取引委員会事務総局

地方事務所・支所等と協力して北海道・東北地区、関東甲信越地区、中部地区、近畿

地区、中国地区、四国地区、九州・沖縄地区のブロックごとに年２回都道府県等との

連絡会議（景品表示法ブロック会議）を順次開催し、都道府県等（及び公正取引委員

会事務総局地方事務所・支所等）の景品表示法担当職員向けに研修を実施した。 

各地区の実施状況は表11のとおりである。 
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表11 平成29年度における景品表示法ブロック会議の開催状況 

第１回 第２回 ブロック 参加都道府県等 

５月30日 10月５日 北海道・東北 
北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田

県、山形県、福島県 

６月８日 10月４日 関東甲信越 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉

県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、

長野県 

６月15日 10月13日 中部 
富山県、石川県、岐阜県、静岡県、愛知

県、三重県 

６月１日 10月12日 近畿 
福井県、滋賀県、京都府、大阪府、大阪

市、兵庫県、奈良県、和歌山県 

６月２日 10月17日 中国 
鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口

県 

６月13日 10月25日 四国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

６月６日 10月10日 九州・沖縄 
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分

県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 

さらに、表11の研修とは別に、平成29年５月及び12月にも、都道府県等において景

品表示法の執行に従事している職員を対象とした同法の執行研修を実施した。このほ

か、公正取引委員会事務総局地方事務所・支所等とともに、都道府県等が行う景品表

示法の運用に関して助言を行うなど、都道府県等との協力関係の強化に努めている。 

なお、平成24年度からは、景品表示法に関する調査情報等を共有するネットワーク

（景品表示法執行NETシステム）の運用を開始し、公正取引委員会事務総局地方事務所・

支所等及び都道府県等との情報共有の緊密化を図っている。 

 

７ 景品表示法に関する相談業務 

消費者庁は、公正取引委員会事務総局地方事務所・支所等と共に、景品表示法違反

行為の未然防止等の観点から、商品・サービスに関する表示の方法や具体的な景品類

の提供の方法について、事業者等からの相談に応じている。 

景品表示法に関して消費者庁及び公正取引委員会事務総局地方事務所・支所等が受

け付けた相談件数は、表12のとおりであり、平成29年度においては、15,959件（前年

度16,135件）の相談を受け付けた。具体的な相談内容としては、食品の表示（飲食店

におけるメニュー等の表示を含む。）に関する相談、商品又は役務の効果・性能の表

示に関する相談、商品の原産国の表示に関する相談、商品又は役務を供給する際の二

重価格表示に関する相談、景品類の提供に関する相談等があった。 

 

表12 相談件数                             （単位：件） 

年 度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

相談件数 17,534 16,135 15,959 
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８ 景品表示法の普及・啓発 

前記第２、１(1)で述べた「打消し表示に関する実態調査報告書」における考え方を

周知するため、都道府県の景品表示法担当者、広告媒体事業者、事業者団体等に対し

計43回の研修を行った。 

加えて、消費者庁及び公正取引委員会事務総局地方事務所・支所等は、景品表示法

の普及・啓発、同法違反行為の未然防止等のために、消費者団体、地方公共団体、事

業者団体や広告関係の団体が主催する景品表示法に関する講習会、研修会等に職員を

講師として派遣している。 

平成29年度においては、消費者団体、地方公共団体、事業者団体等が全国各地で開

催する講習会等に、計163回講師を派遣した。 
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別紙１ 

 

１ 平成 29年度に措置命令を行った事件 

No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

１ 

プラスワン・

マーケティン

グ株式会社に

対する件 

（H29.4.21） 

プラスワン・マーケティング株式会社は、「ＦＲＥＥＴＥＬ ＳＩ

Ｍ」と称する移動体通信役務（スマートフォン端末と一体的に供給す

る場合を含む。以下「本件役務」という。）を一般消費者に供給する

に当たり、自社ウェブサイトにおいて、 

① 遅くとも平成２８年１１月３０日から同年１２月２２日までの

間、例えば、遅くとも同年１１月３０日から同年１２月１３日まで

の間にあっては、「『業界最速』の通信速度」と記載するとともに、

「☑ ＦＲＥＥＴＥＬ ＳＩＭなら速度が出にくい都内平日１２

時台でもこんなに速い！」等と付記された「Ｉ社 ＳＩＭ」、「Ｏ

社 ＳＩＭ」、「フリーテル」又は「ＮＴＴ ｄｏｃｏｍｏ」とす

る移動体通信役務に係る通信速度の特定の日時及び場所における

測定結果が、それぞれ、０．３Ｍｂｐｓ強程度、０．２Ｍｂｐｓ程

度、５．８Ｍｂｐｓ強程度又は６．１Ｍｂｐｓ弱程度であったこと

を示すグラフを掲載すること等により、あたかも、本件役務に係る

通信速度が、仮想移動体通信事業者等の低廉な料金設定により移

動体通信役務を提供する事業者（以下「格安ＳＩＭ事業者」とい

う。）の中で、恒常的に最も速いものであるかのように、また、特

定の日時及び場所における通信速度の測定結果において、他の格

安ＳＩＭ事業者が提供する移動体通信役務に係る通信速度よりも

著しく速く、かつ、株式会社ＮＴＴドコモが提供する移動体通信役

務に係る通信速度に匹敵するものであるかのように示す表示をし

ていた。 

② 遅くとも平成２８年１１月３０日から同年１２月１３日までの

間、「ＳＩＭ販売シェアＮｏ．１」及び「シェアＮｏ．１！」と記

載することにより、あたかも、移動体通信役務の提供を受けるため

に必要なＳＩＭカードの販売数量に係る自社のシェアが格安ＳＩ

Ｍ事業者の中で第１位であるかのように示す表示をしていた。 

③ 遅くとも平成２８年１１月３０日から同年１２月１３日までの

間、例えば、「ＬＩＮＥのデータ通信料無料！」と記載するととも

に、「ＡｐｐＳｔｏｒｅ」、「ＬＩＮＥ」、「ＷｅＣｈａｔ」、「Ｗ

ｈａｔｓＡｐｐ」及び「Ｐｏｋｅｍｏｎ ＧＯ」の文字並びにこれ

らの文字が示すアプリケーションのアイコン画像を付記しつつ

「ＦＲＥＥＴＥＬなら各種ＳＮＳ利用時のデータ通信料が無

料！！」等と記載することにより、あたかも、これらのアプリケー

ションの利用時に生じるデータ通信量が通信利用容量の対象外と

なるかのように表示していた。 

①及び②については、消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付け

となる合理的な根拠を示す資料の提出を求めたところ、同社は、当該

期間内に表示に係る裏付けとする資料を提出したが、当該資料は、当

該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものであるとは認められ

ないものであった。 

③については、実際には、当該データ通信量の一部は通信利用容量

の対象となるものであった。 

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 

及び 

第５条 

第２号 

２ 

コスモ石油販

売株式会社に

対する件 

コスモ石油販売株式会社は、自ら運営する「コスモ石油サービスス

テーション」と称する店舗のうち５店舗において自動車の車検サー

ビス（以下「本件役務」という。）を一般消費者に提供するに当たり、

第５条 

第２号 
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No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

（H29.5.12） 平成２７年９月２６日から平成２８年１１月１９日までの間、新聞

折り込みチラシにおいて、例えば、「２０１５年１０月末日までに車

検ご予約または実施されたお客様は 検査費用 通常検査費用１

４，０４０円 今がチャンス ８，６４０円」と記載することにより、

あたかも、「通常検査費用」と称する価額は、当該チラシに記載の店

舗において本件役務について通常提供している価格であり、記載の

期限までに本件役務の提供を受けることを予約した又は受けた場合

に限り、「検査費用」と称する価額で本件役務の提供を受けることが

できるかのように表示していた。 

実際には、「通常検査費用」と称する価額は、平成２６年３月以降、

当該チラシに記載の店舗において提供された実績のないものであ

り、平成２７年９月２６日から平成２８年１１月３０日までの期間

において、「検査費用」と称する価額で本件役務が提供されるもので

あった。 

３ 

株式会社日本

教育クリエイ

トに対する件 

（H29.5.19） 

株式会社日本教育クリエイトは、「三幸福祉カレッジ」の名称で 

① 「介護職員初任者研修」と称する役務（以下「初任者研修」とい

う。）を一般消費者に提供するに当たり、遅くとも平成２８年１月

３０日から同年１１月１１日までの間、貴社が運営する「三幸福祉

カレッジ」と称する自社ウェブサイト（以下「本件ウェブサイト」

という。）において、例えば、「通常受講料１２０，０００円最

大受講料半額以上もお得！５９，５００円～（教材費込・税別）」

と記載するなど、実際の受講料に当該価格を上回る「通常受講料」

と称する価額を併記することにより、あたかも、「通常受講料」と

称する価額は、同社が初任者研修について通常提供している価格

であり、実際の受講料が当該通常提供している価格に比して安い

かのように表示していた。 

実際には、「通常受講料」と称する価額は、同社において、最近

相当期間にわたって提供された実績のないものであった。 

② 「実務者研修」と称する役務（以下「実務者研修」という。）を

一般消費者に提供するに当たり、遅くとも平成２８年１月３０日

から同年１１月１１日までの間、本件ウェブサイトにおいて、例え

ば、「＼受講料が約４０，０００円割引／通常受講料（初任者研修

修了者）１２７，０００円（税別・テキスト代込み）９０，００

０円（税別・テキスト代込み）」と記載するなど、実際の受講料に

当該価格を上回る「通常受講料」と称する価額を併記することによ

り、あたかも、「通常受講料」と称する価額は、同社が初任者研修

について通常提供している価格であり、実際の受講料が当該通常

提供している価格に比して安いかのように表示していた。 

実際には、「通常受講料」と称する価額は、同社において、最近

相当期間にわたって提供された実績のないものであった。 

③ 初任者研修及び実務者研修を一体的に供給する「セット講座」と

称する役務（以下「セット講座」という。）を一般消費者に提供す

るに当たり、遅くとも平成２８年１月３０日から同年１１月１１

日までの間、本件ウェブサイトにおいて、例えば、「（通常：初任

者研修１２０，０００円＋実務者研修１２７，０００円＝定価２４

７，０００円）キャンペーン受講料１４４，５００円～（テキスト

代込・税別）」、「最大１０万円以上もお得！！」と記載するなど、

実際の受講料に当該価格を上回る「定価」と称する価額を併記する

ことにより、あたかも、「定価」と称する価額は、同社がセット講

座について通常提供している価格であり、実際の受講料が当該通

常提供している価格に比して安いかのように表示していた。 

第５条 

第２号 
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No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

実際には、「定価」と称する価額は、同社において、最近相当期

間にわたって提供された実績のないものであった。 

４ 

株式会社日本

教育クリエイ

トに対する件 

（H29.5.19） 

株式会社日本教育クリエイトは、「日本医療事務協会」の名称で 

① 「医療事務通学講座」と称する役務（九州地区及び山口県の区域

において提供するものを除く。以下「医療事務（通学）」という。）

を一般消費者に提供するに当たり、遅くとも平成２８年１月３０

日から同年１１月１１日までの間（沖縄県の区域において提供す

るものについては平成２８年９月１日から同年１１月１１日まで

の間）、「日本医療事務協会」と称する自社ウェブサイト（以下「本

件ウェブサイト」という。）において、例えば、「通常価格５５，

０００円４２，７００円（教材費込・税別）」と記載するなど、

実際の受講料に当該価格を上回る「通常価格」と称する価額を併記

することにより、あたかも、「通常価格」と称する価額は、同社が

医療事務（通学）について通常提供している価格であり、実際の受

講料が当該通常提供している価格に比して安いかのように表示し

ていた。 

実際には、「通常価格」と称する価額は、同社において、最近相

当期間にわたって提供された実績のないものであった。 

② 「医療事務通信講座」と称する役務（以下「医療事務（通信）」

という。）を一般消費者に提供するに当たり、遅くとも平成２８年

１月３０日から同年１１月１１日までの間、本件ウェブサイトに

おいて、例えば、「通常価格５２，０００円キャンペーン価格３

１，０００円（教材費込・税別）」と記載するなど、実際の受講料

に当該価格を上回る「通常価格」と称する価額を併記することによ

り、あたかも、「通常価格」と称する価額は、同社が医療事務（通

信）について通常提供している価格であり、実際の受講料が当該通

常提供している価格に比して安いかのように表示していた。 

実際には、「通常価格」と称する価額は、同社において、最近相当

期間にわたって提供された実績のないものであった。 

第５条 

第２号 

５ 

株式会社ナイ

スリフォーム

に対する件 

（H29.6.8） 

株式会社ナイスリフォームは、２６種類の住宅リフォーム工事（以

下「本件役務」という。）を一般消費者に提供するに当たり、例えば、

「シャワートイレ付節水トイレパック」と称する本件役務について、

平成２７年４月２１日の新聞折り込みチラシにおいて、「当社通常価

格１２．２万円のところ ９．５万円（税別）」と記載するなど、そ

れぞれ、実際の提供価格に当該価格を上回る「当社通常価格」等と称

する価額を併記することにより、あたかも、「当社通常価格」等と称

する価額は、同社が本件役務について通常提供している価格であり、

実際の提供価格が当該通常提供している価格に比して安いかのよう

に表示をしていた。 

実際には、「当社通常価格」等と称する価額は、同社が任意に設定

したものであって、同社において提供された実績のないものであっ

た。 

第５条 

第２号 

６ 

株式会社ボー

ネルンドに対

する件 

（H29.6.23） 

株式会社ボーネルンドは、自らが供給する玩具１６商品（以下「本

件商品」という。）について、平成２８年１２月７日から同月９日ま

での間に、新聞折り込みチラシにおいて、例えば、「アンビトーイ・

ベビーギフトセット」と称する本件商品について、英国の国旗を掲載

するとともに、「イギリス」と記載するなど、それぞれ、国旗を掲載

するとともに、国名を記載していた。 

実際には、本件商品の原産国は中華人民共和国であって、本件商品

の原産国について判別することが困難なものであった。 

第５条 

第３号 

（原産

国） 
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７ 

株式会社ビー

ラインに対す

る件 

（H29.6.28） 

株式会社ビーラインは、自ら運営する宮崎県及び熊本県に所在す

る店舗において自動車用タイヤ（以下「本件商品」という。）を一般

消費者に販売するに当たり、 

①  宮崎県内において、例えば、「ＢＲＩＤＧＥＳＴＯＮＥ ＢＲ

ＩＤＧＥＳＴＯＮＥ Ｋ３０５ １４５Ｒ１２ ６Ｐ」と称する

本件商品について、平成２８年４月８日の新聞に掲載した広告に

おいて、「当店通常価格より『新聞見ました』で最大半額」と記

載した上で、「通常１本価格３，４００円が→５０％ＯＦＦ→１

本価格１，７００円＋消費税」と、実際の販売価格に当該価格を

上回る「通常１本価格」と称する価額を併記することにより 

②  熊本県内において、例えば、「国内一流メーカー １４５Ｒ １

２ ６Ｐ」と称する本件商品について、平成２８年７月１５日の

新聞の別刷広告において、「当店通常価格より『この広告を見た』

で最大半額！」等と記載した上で、「通常１本価格３，４００円

が→５０％ＯＦＦ １本価格１，７００円＋消費税」と、実際の

販売価格に当該価格を上回る「通常１本価格」と称する価額を併

記することにより 

あたかも、「通常１本価格」等と称する価額は、前記店舗において本

件商品について通常販売している価格であり、「１本価格」と称する

実際の販売価格が当該通常販売している価格に比して安いかのよう

に表示していた。 

実際には、「通常１本価格」等と称する価額は、同社が任意に設定

したものであって、前記店舗において販売された実績のないもので

あった。 

第５条 

第２号 

８ 

東京瓦斯株式

会社に対する

件 

（H29.7.11） 

東京瓦斯株式会社は、東京ガスライフバル文京株式会社及び東京

ガスイズミエナジー株式会社（以下、２社を「販売業者２社」とい

う。）が販売するガス機器について、チラシ等において、例えば、

「リンナイ」、「メーカー希望小売価格２０４，１２０円（税込）」、

「ガス展特価」等と記載することにより、あたかも、「東京ガスの

ガス展２０１６」と称するイベントにおいて当該ガス機器にはメー

カー希望小売価格が設定されており、販売業者２社の実際の販売価

格が当該メーカー希望小売価格に比して安いかのように表示してい

た。 

実際には、製造業者は当該ガス機器の希望小売価格を設定してお

らず、東京瓦斯が任意に希望小売価格を設定し、東京瓦斯及び販売業

者２社がこれを「メーカー希望小売価格」として比較対照価格に用い

ていた。 

第５条 

第２号 

９ 

東京ガスライ

フバル文京株

式会社に対す

る件 

（H29.7.11） 

東京ガスライフバル文京株式会社は、「リンナイ ３５号ガス

ファンヒーター ＲＮ－Ｃ６３５ＳＦＨ－ＷＨ」と称するガスファ

ンヒーターについて、チラシ等において、 「東京ガスのガス展２

０１６」、「オススメ！」、「リンナイ ３５号ガスファンヒーター 

ＲＮ－Ｃ６３５ＳＦＨーＷＨ」等と記載することにより、あたか

も、「東京ガスのガス展２０１６」と称するイベントにおいて当該

ガスファンヒーターを販売するかのように表示していた。 

実際には、ガス展で販売するための当該商品を準備しておらず、ガ

ス展において当該商品の全部について取引に応じることができない

ものであった。 

第５条 

第３号 

（おとり

広告） 

10 

東京ガスイズ

ミエナジー株

式会社に対す

る件 

東京ガスイズミエナジー株式会社は、「リンナイ ３５号ガス

ファンヒーター ＲＮ－Ｃ６３５ＳＦＨ－ＷＨ」と称するガスファ

ンヒーターについて、チラシ等において、 「東京ガスのガス展２

０１６」、「オススメ！」、「リンナイ ３５号ガスファンヒーター 

第５条 

第３号 

（おとり

広告） 
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No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

（H29.7.11） ＲＮ－Ｃ６３５ＳＦＨーＷＨ」等と記載することにより、あたか

も、「東京ガスのガス展２０１６」と称するイベントにおいて当該

ガスファンヒーターを販売するかのように表示していた。 

実際には、ガス展で販売するための当該商品を準備しておらず、ガ

ス展において当該商品の全部について取引に応じることができない

ものであった。 

11 

ガンホー・オン

ライン・エン

ターテイメン

ト株式会社に

対する件 

（H29.7.19） 

ガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社は、「パズ

ル＆ドラゴンズ」と称するオンラインゲーム内において実施した、

「モンスター」と称するアイテムのいずれかを提供する「特別レア

ガチャ『魔法石１０個！フェス限ヒロインガチャ』」と称する役務

について、インターネット上で配信する公式番組において、あたか

も、全てのモンスターが「究極進化」と称する仕様の対象となるか

のように表示していた。 

実際には、当該ガチャによって提供されるモンスター１３体のう

ち２体だけを「究極進化」と称する仕様の対象とし、１１体は「究極

進化」ではなく「進化」と称する仕様の対象としていた。 

第５条 

第１号 

12 

ガンホー・オン

ライン・エン

ターテイメン

ト株式会社に

対する件 

（H29.7.19） 

ガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社は、「ディ

ズニーマジックキングダムズ」と称するオンラインゲーム内におけ

る特定のキャラクターと「ジェム」と称する仮想通貨（以下「ジェ

ム」という。）を一体的に提供する６役務の取引について、当該

ゲーム内のバナー広告において、あたかも、当該６役務の提供価格

が、特定のキャラクターとジェムを別々に購入する場合の合計金額

に比して安いかのように表示していた。 

実際には、当該６役務の提供価格は、それぞれ、特定のキャラク

ターとジェムを別々に提供する場合の合計金額に比して安くはな

かった。 

第５条 

第２号 

13 

グリー株式会

社に対する件 

（H29.7.19） 

グリー株式会社は、オンラインゲームにおけるアイテムの使用許

諾に係る「超豪華プレゼント！年末年始キャンペーン」と称する懸

賞企画について、平成２８年１２月２６日から平成２９年１月１３

日までの間、フィーチャーフォン向け自社ウェブサイトにおいて、

例えば、「スマートグラス ＭＯＶＥＲＩＯ 当選本数１００本」

と記載するなど、合計１８種類の景品について、あたかも、当該懸

賞企画においてはそれぞれの景品類について記載された当選本数と

同数の景品類が提供されるかのように表示していた。 

実際には、例えば、「スマートグラス ＭＯＶＥＲＩＯ」と称する

景品類の当選本数は１０本であるなど、記載された当選本数を下回

る数の景品類の提供を行っていた。 

第５条 

第２号 

14 

ソフトバンク

株式会社に対

する件 

（H29.7.27） 

ソフトバンク株式会社は、「いい買物の日 Ａｐｐｌｅ Ｗａｔ

ｃｈ キャンペーン」と称するキャンペーン（以下「本件キャン

ペーン」という。）を企画し、平成２８年１１月１日から同月４日

までの間、自社ウェブサイトにおいて、本件キャンペーン期間中、

ソフトバンクショップのＡｐｐｌｅ Ｗａｔｃｈ取扱店舗におい

て、「Ａｐｐｌｅ Ｗａｔｃｈ（第１世代）」と称する通信端末（以

下「本件商品」という。）が税抜き１１，１１１円で購入できる旨

記載するとともに、本件キャンペーンの対象店舗（４８５店舗）及

び本件商品（８６商品）の一覧を掲載したウェブページへのハイ

パーリンクを記載することにより、あたかも、本件キャンペーン期

間中に対象の４８５店舗の各店舗において、本件商品の各商品につ

いて、それぞれ、税抜き１１，１１１円で販売するかのように表示

をしていた。 

実際には、平成２８年１１月３日の本件キャンペーン初日に、本件

第５条 

第３号 

（おとり

広告） 
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No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

商品のうち６６商品については、対象の４８５店舗の各店舗ごとに

２１ないし６５商品（ほとんどの店舗において半数以上の商品）を準

備しておらず、それぞれ、取引に応じることができないものであっ

た。 

15 

ティーライフ

株式会社に対

する件 

（H29.9.29） 

ティーライフ株式会社は、「ダイエットプーアール茶」と称する

ポット用ティーバッグ３５個入り及び４個入りの食品（以下「本件

商品」という。）を一般消費者に販売するに当たり、自社ウェブサ

イトにおいて、例えば平成２８年５月１８日から同年１２月５日ま

での間、「知らないうちにスタイルアップ↑に導く まったく新し

いダイエット茶」、「苦しむことなくラクラクダイエットサポー

ト！」、「いつもの飲み物をおいしいお茶に替える新習慣！」、「２大

有用成分がラクラクダイエットを応援」、「長期間の醗酵によって緑

茶の有用成分カテキンが『重合カテキン』や『没食子酸』にパワー

アップ。ラクラクダイエットをサポートします。」と記載すること

により、あたかも、普段の食生活における飲料を本件商品に替える

ことにより、本件商品に含まれる成分による痩身効果の促進作用が

容易に得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 

 

16 

キッセイ薬品

工業株式会社

に対する件 

（H29.10.19） 

キッセイ薬品工業株式会社は、「げんたそうめん」と称する食品

及び「げんたうどん」と称する食品を一般消費者に販売するに当た

り、例えば、「げんたそうめん」と称する食品にあっては、平成１

２年２月頃から平成２８年１１月１日までの間、容器包装におい

て、栄養成分表示のたんぱく質量として１００グラム当たり「２．

８ｇ」と記載した上で、健康増進法に規定する特別用途表示の許可

等に関する内閣府令第８条第１項第６号に掲げる同令別記様式第２

号による許可証票を記載するとともに、「消費者庁許可特別用途食

品 病者用 低たんぱく質食品 腎不全患者用」、「げんたそうめん

は、たんぱく質や電解質の制限を必要とする腎不全患者などに適し

ています」と記載することにより、あたかも、当該商品が特別用途

食品として消費者庁長官の許可の要件を満たしたものであるかのよ

うに表示していた。 

実際には、平成２６年７月頃から平成２８年１１月１日までの間、

包装後の製品における栄養成分であるたんぱく質量の規格値の基準

を満たすための品質検査の管理が行われておらず、同期間に製造し

た３７ロット中２５ロットの商品において、１００グラム当たり２．

２グラムないし２．８グラムとする製品規格値を０．１グラムないし

０．４グラム上回っており、特別用途食品として消費者庁長官の許可

の要件を満たしていないものであった。  

第５条 

第１号 

17 

株式会社ＡＲ

Ｓに対する件 

（H29.11.2） 

株式会社ＡＲＳは、「電気の１１０番救急車」及び「クラピタル」

と称する屋号、「街の修理屋さん」と総称する屋号並びに「ライフ救

急車」と称する屋号による電気・鍵・水まわり・ガラス・害虫の各ト

ラブル解決に係る１５役務を一般消費者に提供するに当たり、平成

２７年５月２９日から平成２９年６月３０日までの間、各役務に関

し、それぞれ、次のような表示を行っていた。 

① １０役務について、「全国１０００拠点！」等と記載することに

より、あたかも、各役務を提供する拠点が全国に１，０００か所存

在するかのように示すなどの表示をしていたが、実際には、各役務

を提供する拠点の数は、それぞれ１，０００を大きく下回ってい

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 
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た。 

② １０役務について、「年間実績１０万件以上」等と記載すること

により、あたかも、各役務の年間受注実績等が１０万件以上である

かのように示すなどの表示をしていたが、実際には、各役務の年間

受注実績等は、それぞれ１０万件を大きく下回っていた。 

③ １２役務について、「官公庁・有名企業御用達の確かな実績ある

サービスです。」等と記載するとともに事業者等の名称等を記載す

ることにより、あたかも、各役務について、記載された名称等に係

る事業者等から多数の受注実績があるかのように示すなどの表示

をしていたが、実際には、記載された名称等に係る事業者等の一部

又は大部分からの受注実績がなかった。 

④ ８役務について、「メディア取材実績アリ 日本テレビＺＩＰ！ 

テレビ朝日グッド！モーニング 関西テレビよ～いどん！」等と

記載することにより、あたかも、各役務について、これらのテレビ

番組からの取材実績があるかのように示す表示をしていたが、実

際には、これらのテレビ番組の一部又は全部からの取材実績がな

かった。 

⑤ ５役務について、「業界最大手の電気のプロが即日対応します。」

等と記載することにより、あたかも、各役務の業界において自社が

最大手又は一番の事業者であるかのように示す表示をし、 

「日本一の技術でトラブルを解決」等と記載することにより、あた

かも、各役務の業界において自社の技術力が第１位であるかのよ

うに示す表示をし、 

「対応実績 年間実績日本一！」等と記載することにより、あたか

も、各役務の業界において自社の年間受注実績が第１位であるか

のように示す表示をし、 

「お客様満足度、業界Ｎｏ．１」、「お客様満足度は・・・９３．

０％！！ 満足度Ｎｏ．１ ２０１４年度のお客様アンケート３

８２名のうち、３５５名が満足とお答え」等と記載することによ

り、あたかも、各役務について自社が実施した顧客アンケートにお

ける「大満足」又は「満足」と回答した者の割合が９３．０％であ

り、また、各役務の業界において自社の顧客満足度が第１位である

かのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社は、一部の表示については

当該資料を提出せず、そのほかの表示については当該期間内に表

示に係る裏付けとする資料を提出したが、当該資料は、当該表示の

裏付けとなる合理的な根拠を示すものであるとは認められないも

のであった。 

⑥ ５役務について、「アナタの街にある電気屋さんの中でも 品質

良いから 技術あるから Ｎｏ．１のお客様満足度があります。」

等と記載することにより、あたかも、各役務について、特定の地域

において自社の顧客満足度が第１位であるかのように示す表示を

し、２役務について、「高い満足度を継続達成中！」等と記載する

ことにより、あたかも、各役務に係る自社の顧客満足度が継続して

高水準を達成しているかのように示す表示をしていた。 

 消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社は、当該資料を提出しな

かった。 

⑦ １５役務について、「最短１５分で現場到着」、「どこよりも早

く！！」等と記載することにより、あたかも、各役務について、同



19 
 

No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

業他社と比較して作業員が最も早く現場に到着し、また、最短１５

分での到着も期待できるかのように示す等の表示をしていた。 

 消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社は、一部の表示については

当該資料を提出せず、そのほかの表示については当該期間内に表

示に係る裏付けとする資料を提出したが、当該資料は、当該表示の

裏付けとなる合理的な根拠を示すものであるとは認められないも

のであった。 

⑧ ３つの電気トラブル解決役務について、実際にはＡＲＳが運営

しているにもかかわらず自社とは無関係の事業者が運営するもの

であるかのように装った「電気のトラブルお助け隊」と称する比較

サイトにおいて、あたかも、当該サイト運営事業者が、全国から選

定した１５事業者のサービス内容を客観的に比較した結果、当該

３役務が第１位から第３位と評価されたかのように示す表示を

し、 

３つの害虫トラブル解決役務について、実際にはＡＲＳが運営

しているにもかかわらず自社とは無関係の事業者が運営するもの

であるかのように装った「害虫＆害獣駆除業者比較ナビ」と称する

比較サイトにおいて、あたかも、当該サイト運営事業者が、全国か

ら選定した１５事業者のサービス内容を客観的に比較した結果、

当該３役務が第１位から第３位と評価されたかのように示す表示

をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社は表示に係る裏付けとす

る資料を提出しなかった。 

※対象サービスの各表示内容等の詳細については、ホームページ

を御覧ください。 

18 

株式会社リュ

ウセンに対す

る件 

（H29.11.2） 

株式会社リュウセンは、「クラピタル」と称する屋号、「街のパソコ

ン屋さん」と称する屋号及び「ライフ救急車」と称する屋号によるパ

ソコントラブル解決に係る３役務を一般消費者に提供するに当た

り、平成２７年８月２３日から平成２９年２月２５日までの間、各役

務に関し、それぞれ、次のような表示を行っていた。 

① ２役務について、「全国１０００拠点！」等と記載することによ

り、あたかも、各役務を提供する拠点が全国各地に１，０００か所

存在するかのように示すなどの表示をしていたが、実際には、各役

務を提供する拠点の数は、それぞれ１，０００を大きく下回ってい

た。 

② ２役務について、「年間実績１０万件以上」等と記載することに

より、あたかも、各役務の年間受注実績等が１０万件以上であるか

のように示すなどの表示をしていたが、実際には、各役務の年間受

注実績等は、それぞれ１０万件を大きく下回っていた。 

③ ３役務について、「官公庁・有名企業御用達の確かな実績ある

サービスです。」等と記載するとともに事業者等の名称等を記載す

ることにより、あたかも、各役務について、記載された名称等に係

る事業者等から多数の受注実績があるかのように示すなどの表示

をしていたが、実際には、記載された名称等に係る事業者等の一部

又は大部分からの受注実績がなかった。 

④ ２役務について、「メディア取材実績アリ 日本テレビＺＩＰ！ 

テレビ朝日グッド！モーニング 関西テレビよ～いどん！」等と

記載することにより、あたかも、各役務について、これらのテレビ

番組からの取材実績があるかのように示す表示をしていたが、実

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 
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No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

際には、これらのテレビ番組の一部又は全部からの取材実績がな

かった。 

⑤ 「クラピタル」と称する屋号によるパソコントラブル解決役務に

ついて、「業界最大手のパソコンのプロが即日対応します。」等と記

載することにより、あたかも、当該役務の業界において自社が最大

手又は一番の事業者であるかのように示す表示をし、 

「日本一の技術でトラブルを解決」等と記載することにより、あた

かも、当該役務の業界において自社の技術力が第１位であるかの

ように示す表示をし、 

「対応実績 年間実績日本一！」等と記載することにより、あたか

も、当該役務の業界において自社の年間受注実績が第１位である

かのように示す表示をし、 

「お客様満足度、業界Ｎｏ．１」、「お客様満足度は・・・９３．

０％！！ 満足度Ｎｏ．１ ２０１４年度のお客様アンケート３

８２名のうち、３５５名が満足とお答え」等と記載することによ

り、あたかも、当該役務について自社が実施した顧客アンケートに

おける「大満足」又は「満足」と回答した者の割合が９３．０％で

あり、また、当該役務の業界において自社の顧客満足度が第１位で

あるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社は、一部の表示については

当該資料を提出せず、そのほかの表示については当該期間内に表

示に係る裏付けとする資料を提出したが、当該資料は、当該表示の

裏付けとなる合理的な根拠を示すものであるとは認められないも

のであった。 

⑥ 「街のパソコン屋さん」と称する屋号によるパソコントラブル解

決役務について、「アナタの街にあるパソコン屋さんの中でも 品

質良いから 技術あるから Ｎｏ．１のお客様満足度がありま

す。」と記載することにより、あたかも、当該役務について、特定

の地域において自社の顧客満足度が第１位であるかのように示す

表示をしていた。 

 消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社は、当該資料を提出しな

かった。 

⑦ ３役務について、「最短１５分で現場到着」、「どこよりも早

く！！」等と記載することにより、あたかも、各役務について、同

業他社と比較して作業員が最も早く現場に到着し、また、最短１５

分での到着も期待できるかのように示す等の表示をしていた。 

 消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社は、一部の表示については

当該資料を提出せず、そのほかの表示については当該期間内に表

示に係る裏付けとする資料を提出したが、当該資料は、当該表示の

裏付けとなる合理的な根拠を示すものであるとは認められないも

のであった。 

※対象サービスの各表示内容等の詳細については、ホームページ

を御覧ください。 

19 

株式会社太田

胃散に対する

件 

（H29.11.7） 

株式会社太田胃散は、「葛の花イソフラボン 貴妃」と称する機能

性表示食品及び「葛の花イソフラボン ウエストサポート茶」と称

する機能性表示食品（以下これらを併せて「本件２商品」とい

う。）を一般消費者に販売するに当たり、例えば、「葛の花イソフラ

ボン 貴妃」と称する機能性表示食品について、平成２９年１月２

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 
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No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

７日から同年６月１日までの間、例えば、同年２月８日から同年５

月２５日までの間、自社ウェブサイトにおいて、細身のウエストに

メジャーを巻き付けた写真と共に、「【ウエストサポート】体重やお

腹の脂肪を減らす」、腹部の肉を手でつまんだ写真と共に、「気にな

るのは･･･ウエストにたっぷり溜まった脂肪や体重･･･」、「☑脂っこ

いものやお酒、炭水化物や甘いものをよく食べる」、「☑健康診断で

肥満を指摘された」、「☑ウエストが閉まらない」、「☑失敗続きのダ

イエット」及び細身のウエストにメジャーを巻き付けた写真と共

に、「そんなあなたに･･･！！」等と記載するなどにより、あたか

も、本件２商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂肪及び皮

下脂肪の減少による、外見上、身体の変化を認識できるまでの腹部

の痩身効果が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

 

20 

株式会社オン

ライフに対す

る件 

（H29.11.7） 

株式会社オンライフは、「slimfor（スリムフォー）」と称する機

能性表示食品（以下「本件商品」という。）を一般消費者に販売す

るに当たり、平成２８年１０月１３日から平成２９年５月３１日ま

での間、例えば、平成２８年１０月１３日から平成２９年５月１８

日までの間、自社ウェブサイトにおいて、ジーンズをつかんでウエ

ストの隙間を見せている写真と共に、「体重を減らすのを助ける！ 

内臓脂肪や皮下脂肪を減らすのを助ける！ ウエストサイズを減ら

すのを助ける！」と記載するなどにより、あたかも、本件商品を摂

取するだけで、誰でも容易に、内臓脂肪及び皮下脂肪の減少によ

る、外見上、身体の変化を認識できるまでの腹部の痩身効果が得ら

れるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 

 

21 

株式会社ＣＤ

グローバルに

対する件 

（H29.11.7） 

株式会社ＣＤグローバルは、「葛の花イソフラボン青汁」と称す

る機能性表示食品（以下「本件商品」という。）を一般消費者に販

売するに当たり、 

① 平成２９年６月８日から同年８月２日までの間、例えば、同年

６月８日から同年８月２日までの間、自社ウェブサイトにおい

て、「内臓脂肪 皮下脂肪 ウエスト 体重 減少」、「効率的なダイ

エットをしたい」、「定期的に運動する時間がない」、「内臓脂肪が

減らない」、「ＣＤグローバルの 体重、ウエスト周囲径を 内臓脂

肪、皮下脂肪を 減らす青汁」等と記載するなどにより、あたか

も、本件商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂肪及び皮

下脂肪の減少による、外見上、身体の変化を認識できるまでの腹

部の痩身効果が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根

拠を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出された

が、当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すもの

とは認められなかった。 

② 平成２９年７月１４日から同年８月２８日までの間、例えば、

同年７月１４日から同年８月２日までの間、自社ウェブサイトに

おいて、「先日販売を開始しました『葛の花イソフラボン青汁』

につきまして、弊社の予想を大きく上回るご注文を頂いており、

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 
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No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

生産が間に合わない状態が続いております。」と記載するなどに

より、あたかも、本件商品の販売数量に関する具体的な予想を立

て、当該予想販売数量を上回るほどの相当程度多数の注文を受け

ているかのように示す表示をしていた。 

実際には、具体的な数値予想を立てておらず、上記表示期間中に

おける注文数は僅少であった。 

22 

株式会社全日

本通教に対す

る件 

（H29.11.7） 

株式会社全日本通教は、「葛の花減脂粒」と称する機能性表示食

品（以下「本件商品」という。）を一般消費者に販売するに当た

り、平成２８年１月２８日から平成２９年５月２２日までの間、例

えば、平成２８年５月１日から平成２９年５月１６日までの間、自

社ウェブサイトにおいて、ズボンと腹部の間に手を入れてズボンを

引っ張った写真と共に、「気になる体重、ウエスト周りに『葛の花

由来イソフラボン』」、「ふえる体重、たまる脂肪対策に脚光！」、

「相田翔子さんもお腹の脂肪を減らすサポート」、「『体重にビック

リ！』 ウエストにも、嬉しい実感が！」等と記載するなどによ

り、あたかも、本件商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂

肪の減少による、外見上、身体の変化を認識できるまでの腹部の痩

身効果が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 

 

23 

ありがとう通

販株式会社に

対する件 

（H29.11.7） 

ありがとう通販株式会社は、「青汁ダイエットン」と称する機能

性表示食品（以下「本件商品」という。）を一般消費者に販売する

に当たり、平成２８年１０月５日から平成２９年５月１１日までの

間、例えば、平成２８年１２月１日から平成２９年５月１１日まで

の間、自社ウェブサイトにおいて、肥満気味の腹部にメジャーを巻

いた女性のイラストと共に、「『ぽっこりお腹』で損してません

か？」、「見た目年齢で損しない！お腹の脂肪を減らす 青汁ダイ

エットン」と記載するなどにより、あたかも、本件商品を摂取する

だけで、誰でも容易に、内臓脂肪及び皮下脂肪の減少による、外見

上、身体の変化を認識できるまでの腹部の痩身効果が得られるかの

ように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 

 

24 

株式会社ＥＣ

スタジオに対

する件 

（H29.11.7） 

株式会社ＥＣスタジオは、「イージースムージーグリーン」と称

する機能性表示食品（以下「本件商品」という。）を一般消費者に

販売するに当たり、平成２９年３月１３日から同年５月２２日まで

の間、例えば、同年３月１３日から同年４月１４日までの間、自社

ウェブサイトにおいて、細身の女性の写真と共に、「置き換えなく

ても簡単Ｄｉｅｔスムージー 体重を減らす」と記載するなどによ

り、あたかも、本件商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂

肪及び皮下脂肪の減少による、外見上、身体の変化を認識できるま

での腹部の痩身効果が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 

 



23 
 

No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

25 

株式会社協和

に対する件 

（H29.11.7） 

株式会社協和は、「ウエストシェイプ」と称する機能性表示食品

（以下「本件商品」という。）を一般消費者に販売するに当たり、

平成２９年３月２５日から同年８月２４日までの間、例えば、同年

３月２５日から同年７月２６日までの間、パソコン向け自社ウェブ

サイトにおいて、「体重やウエストサイズが気になる方へ」と題

し、細身の腹部にメジャーを巻き付けた写真と共に、「運動や無理

な食事制限は続けられない！そんなあなたに！！」、「こんなお悩み

ありませんか？」と題し、体重計に乗って頬に両手を当てて驚いた

表情をしている女性の写真と共に、「□今までサプリメントで満足

できなかった」、「□サプリメントを試してみたいが効果が出るのか

不安」、「□代謝が落ちて体重が増えた」、「□お腹まわりが気にな

る」、「１つでも当てはまるものはありましたか？」及び「運動や無

理な食事制限は続けられない！そんなあなたに！！」との記載に続

いて、「葛の花イソフラボン配合のウエストシェイプがそんなあな

たの悩みをサポート」、「葛の花由来イソフラボンでお腹の脂肪

を」、「分解」及び「ブロック」等と記載するなどにより、あたか

も、本件商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂肪及び皮下

脂肪の減少による、外見上、身体の変化を認識できるまでの腹部の

痩身効果が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 

 

26 

株式会社スギ

薬局に対する

件 

（H29.11.7） 

株式会社スギ薬局は、「葛の花ウエストケアタブレット」と称す

る機能性表示食品、「葛の花ウエストケアスムージー」と称する機

能性表示食品及び「葛の花プレミアム青汁」と称する機能性表示食

品（以下これらを併せて「本件３商品」という。）を一般消費者に

販売するに当たり、平成２８年９月５日から平成２９年５月１７日

までの間、例えば、平成２８年９月５日から平成２９年５月１１日

までの間、自社ウェブサイトにおいて、肥満気味の腹部のイラスト

と共に、「あなたのお悩みは？」、「お腹の脂肪が気になる」、「内臓

脂肪が気になる」、「体重（ＢＭＩ）が気になる」、「肥満気味であ

る」、「ウエスト周囲径が気になる」、「そんなあなたに！機能性表示

食品 お腹の脂肪を減らす葛の花シリーズ」と記載するなどによ

り、あたかも、本件３商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓

脂肪及び皮下脂肪の減少による、外見上、身体の変化を認識できる

までの腹部の痩身効果が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示

す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該資

料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認められ

なかった。 

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 

 

27 

株 式 会 社 ス

テップワール

ドに対する件 

（H29.11.7） 

株式会社ステップワールドは、「ヘラスリム」と称する機能性表

示食品（以下「本件商品」という。）を一般消費者に販売するに当

たり、平成２８年２月１０日から平成２９年６月２２日までの間、

自社ウェブサイトにおいて、例えば、平成２８年２月１０日から同

年９月２０日までの間、ウエストにくびれのある女性の写真と共

に、「おなかの脂肪 ※１臨床試験結果公開！ ３ヶ月でマイナス １

５．３ｃｍ２ くびれを目指す！」、「ダイエット成功期待度 第１位
※ 獲得サプリ！ 【Ｎ＝２００】 （株）マーシュ調べ」等と記載す

るなどにより、あたかも、本件商品を摂取するだけで、誰でも容易

に、内臓脂肪の減少による、外見上、身体の変化を認識できるまで

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 
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No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

の腹部の痩身効果が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

28 

株式会社テレ

ビショッピン

グ研究所に対

する件 

（H29.11.7） 

株式会社テレビショッピング研究所は、「葛の花サプリメント」

と称する機能性表示食品（以下「本件商品」という。）を一般消費

者に販売するに当たり、平成２８年７月１９日から平成２９年５月

３１日までの間、例えば、平成２８年８月１５日から同月１７日ま

での間、自社ウェブサイトにおいて、頭を抱えている女性の写真、

しゃがみ込んで悩んでいる女性の写真及び目の前の料理を食べるか

我慢するか迷っている女性の写真と共に、「運動しなくても！」、

「食事制限しなくても！」、「あれこれガマンしなくても！」、「飲む

だけで！お腹の脂肪が２０ｃｍ２も減っていく！」、「きつい運動や

食事制限…そんなガマンはもういらない！『葛の花サプリ』を飲む

だけで、あとはいつも通りの生活でＯＫ。お腹にタップリついてし

まったその脂肪を、２０ｃｍ２も減らします！」と記載するなどに

より、あたかも、本件商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓

脂肪及び皮下脂肪の減少による、外見上、身体の変化を認識できる

までの腹部の痩身効果が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 

 

29 

株式会社Ｎａ

ｌｅｌｕに対

する件 

（H29.11.7） 

株式会社Ｎａｌｅｌｕは、「葛の花ヘルスリム２７」と称する機

能性表示食品（以下「本件商品」という。）を一般消費者に販売す

るに当たり、平成２８年５月３０日から平成２９年６月８日までの

間、例えば、平成２８年９月１日から平成２９年６月８日までの

間、自社ウェブサイトにおいて、細身の女性の写真と共に、「葛の

花エキスのパワーで内臓脂肪・皮下脂肪を減らします。」及び「年

齢を選ばない。代謝が落ちてきても成功！」等と記載するなどによ

り、あたかも、本件商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂

肪及び皮下脂肪の減少による、外見上、身体の変化を認識できるま

での腹部の痩身効果が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 

 

30 

株式会社ニッ

センに対する

件 

（H29.11.7） 

株式会社ニッセンは、「メディスリム（１２粒）」と称する機能性

表示食品（以下「本件商品」という。）を一般消費者に販売するに

当たり、平成２７年１０月２８日から平成２９年５月１２日までの

間、例えば、平成２７年１１月１０日から平成２８年１０月２７日

までの間、自社ウェブサイトにおいて、炎が燃えるイラストを背景

としたズボンのウエストのボタンが閉まらない写真と共に、「＼

年々出てくるお腹の／内臓脂肪を減らすサプリメント」、「お腹の脂

肪が気になる方に！！」、「こんな方にお勧めです。」と題し、ズボ

ンのウエスト部分が閉まらない写真と共に、「お腹の脂肪を減らし

たい･･･」、「☑年齢と共にお腹に脂肪がついてきた」、「☑昔着てい

た服、お腹まわりがキツイ」及び「☑ポッコリお腹を何とかした

い」と記載した上で、「そんなあなたにぜひオススメしたい！」と

記載した矢印の先に、「『内臓脂肪を減らすサプリメント』」、「メ

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 
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No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

ディスリムの実力はこんなにスゴイ！！」と題し、「『ぽっこりお腹

を何とかしたい！』そんな悩みを解消するために生まれたのが『メ

ディスリム』です。」と記載するなどにより、あたかも、本件商品

を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂肪の減少による、外見

上、身体の変化を認識できるまでの腹部の痩身効果が得られるかの

ように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

31 

日本第一製薬

株式会社に対

する件 

（H29.11.7） 

日本第一製薬株式会社は、「お腹の脂肪に葛の花イソフラボンス

リム」と称する機能性表示食品（以下「本件商品」という。）を一

般消費者に販売するに当たり、平成２８年４月１８日から平成２９

年７月９日までの間、例えば、平成２９年１月２９日から同年５月

２４日までの間、自社ウェブサイトにおいて、くびれのある細身の

ウエストの写真と共に、「ズボンをスラッと履けるのが、こんなに

快感だったなんて！」等と記載するなどにより、あたかも、本件商

品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂肪の減少による、外見

上、身体の変化を認識できるまでの腹部の痩身効果が得られるかの

ように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 

 

32 

株式会社ハー

ブ健康本舗に

対する件 

（H29.11.7） 

株式会社ハーブ健康本舗は、「シボヘール」と称する錠剤状１２

０粒入りの機能性表示食品及び「シボヘール」と称する錠剤状４０

粒入りの機能性表示食品（以下これらを併せて「本件商品」とい

う。）を一般消費者に販売するに当たり、平成２８年１１月２１日

から平成２９年６月６日までの間、例えば、平成２８年１１月２１

日から平成２９年５月２５日までの間、自社ウェブサイトにおい

て、くびれたウエストの写真と共に、「お腹の脂肪が気になる方、

肥満気味の方のための機能性表示食品！」、「お腹の脂肪を減らすの

を助ける新習慣」、「１日たった４粒」と記載するなどにより、あた

かも、本件商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂肪及び皮

下脂肪の減少による、外見上、身体の変化を認識できるまでの腹部

の痩身効果が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 

 

33 

ピルボックス

ジャパン株式

会社に対する

件 

（H29.11.7） 

ピルボックスジャパン株式会社は、「ｏｎａｋａ（おなか）」と称

する機能性表示食品（以下「本件商品」という。）を一般消費者に

販売するに当たり、平成２８年９月２６日から平成２９年５月１６

日までの間、例えば、平成２８年１１月１８日から平成２９年５月

１６日までの間、自社ウェブサイトにおいて、引き締まった腹部の

写真と共に、「内臓脂肪と皮下脂肪を減らす！」、「おなか
・ ・ ・

集中お手

軽サプリ！」と記載するなどにより、あたかも、本件商品を摂取す

るだけで、誰でも容易に、内臓脂肪及び皮下脂肪の減少による、外

見上、身体の変化を認識できるまでの腹部の痩身効果が得られるか

のように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 
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No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

34 

株式会社やま

ちやに対する

件 

（H29.11.7） 

株式会社やまちやは、「葛の花由来イソフラボン入り きょうの青

汁」と称する機能性表示食品（以下「本件商品」という。）を一般

消費者に販売するに当たり、平成２８年７月２６日から平成２９年

５月１７日までの間、例えば、平成２８年８月１日から平成２９年

５月１１日までの間、自社ウェブサイトにおいて、体重計のイラス

トと共に、「落ちない体重」、走っている女性のシルエットのイラス

トと共に、「つらい運動」、ケーキのイラストに×印を付したイラス

トと共に、「食事制限はムリ！」、腹部のイラストと共に、「ぽっこ

りお腹」、「頑張らないダイエットをサポート!!」と記載するなどに

より、あたかも、本件商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓

脂肪及び皮下脂肪の減少による、外見上、身体の変化を認識できる

までの腹部の痩身効果が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 

 

35 

株式会社イエ

ローハットに

対する件 

（H29.12.1） 

株式会社イエローハットは、カー用品３３商品を一般消費者に販

売するに当たり、例えば、平成２８年８月５日に札幌市の地域内に

配布された日刊新聞紙に折り込んだ札幌白石店における同日に開始

したセール企画に係るチラシにおいて、「○通は当店通常価格」と記

載した上で、「ECLIPSEオーディオ一体型カーナビ AVN-G05」と称

する商品について「○通￥６９，８００（税込￥７５，３８４）の品 

￥５４，８００（税込￥５９，１８４）」と記載するなどにより、

あたかも、「○通」と称する価額は、当該各店舗において当該各商品

について通常販売している価格であり、実際の販売価格が当該通常

販売している価格に比して安いかのように表示していた。 

実際には、「○通」と称する価額は、当該各店舗において当該各商品

について最近相当期間にわたって販売された実績のないものであっ

た。 

第５条 

第２号 

36 

株式会社シー

ズメンに対す

る件 

（H29.12.5） 

株式会社シーズメンは、同社が運営する３２店舗において供給す

る衣料品８商品（以下「本件商品」という。）を一般消費者に販売

するに当たり、平成２９年６月後半以降に実施した「夏期セール」

と称するセール（以下「本件セール」という。）において、最大で

平成２９年６月２０日から同年９月２４日までの間、「ＰＯＰ」と

称する店頭表示物に「４０％ＯＦＦ」等と記載するとともに、本件

商品に取り付けた「タグ」と称する値札（以下「タグ」という。）

に例えば、「￥２，９００＋税」などと「販売価格＋税」と記載

し、当該販売価格の上に当該販売価格から４０パーセント割り引い

た価格を記載した「貼りプラ」と称するシールを貼付することによ

り、あたかも、本件商品を当該各店舗における通常の販売価格から

４０パーセント割り引いて販売するかのように表示していた。 

実際には、本件商品は本件セール実施前に販売されたことがない

ものであって、タグに記載された販売価格は、本件セールにおいて４

０パーセントという割引率を表示するために、同社が任意に設定し

たものであった。 

第５条 

第２号 

37 

株式会社ＩＤ

ＯＭに対する

件 

株式会社ＩＤＯＭは、同社が運営する「ガリバーミニクル」と称

する店舗で中古自動車１２９台（以下「本件１２９商品」とい

う。）を一般消費者に販売するに当たり、 

第５条 

第２号 



27 
 

No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

（H29.12.8） 例えば、平成２８年５月２１日に盛岡市等の地域内に配布された

日刊新聞紙に折り込んだチラシにおいて、「６０２ ダイハツ ミ

ラ イース Ｌ スマートセレクション ＳＡ」と称する中古自動

車について、当該商品の画像とともに当該商品に係る商品説明の一

部として「保証付き」と記載するなど、３５商品につき、それぞ

れ、当該各商品の画像とともに当該各商品に係る商品説明の一部と

して「保証付き」と記載することにより 

 例えば、平成２９年１月１日に甲府市等の地域内に配布された日

刊新聞紙に折り込んだチラシにおいて、当該チラシの裏面下部に

「長期保証 最長１０年」及び「重要機構部分を対象に最長１０年

の長期保証つき。」と記載した上で、「１５５ スズキ アルト Ｖ

Ｐ」と称する中古自動車について、当該商品の画像とともに当該商

品に係る商品説明の一部として「２年保証対象車」と記載するな

ど、６９商品につき、それぞれ、当該各商品の画像とともに当該各

商品に係る商品説明の一部として「２年保証対象車」などと記載す

ることにより 

 例えば、平成２９年３月４日に宮崎市内に配布された日刊新聞紙

に折り込んだチラシにおいて、当該チラシの裏面下部に「長期保証 

最長１０年」及び「重要機構部分を対象に最長１０年の長期保証つ

き。」と記載した上で、「２４３ スズキ アルト Ｘ」と称する中

古自動車について、当該商品の画像とともに当該商品に係る商品説

明の一部として「１０年保証対象車」と記載するなど、２５商品に

つき、それぞれ当該各商品の画像とともに当該各商品に係る商品説

明の一部として「１０年保証対象車」などと記載することにより 

あたかも、本件１２９商品の各商品には、車両に係る保証が無償

で付帯しているかのように表示していた。 

実際には、本件１２９商品の各商品には、車両に係る保証は無償で

は付帯していなかった。 

38 

株式会社ＳＡ

ＫＬＩＫＩＴ 

に対する件 

（H29.12.14） 

 株式会社ＳＡＫＬＩＫＩＴは、「ＣＣ＋ ＤＯＷＮ ＬＥＧＧＩ

ＮＧＳ（シーシープラス ダウンレギンス）」と称する下着（以下

「本件商品」という。）を一般消費者に販売するに当たり、遅くと

も平成２８年５月１７日から平成２９年４月２０日までの間、自社

ウェブサイトにおいて 

「何もしなくても２４時間絶食状態！！ 異常なスピードで体重

が落ちる！！ その威力はたった３日で－５ｋｇ減量！ ７日

後・・・－１０ｋｇ １０日後・・・－１４ｋｇ ２１日後には下

半身だけじゃない！？ 全身の脂肪が痩せていく！！ ↓↓↓」と

記載するとともに人の身体を比較した画像を掲載した上で「７８ｋ

ｇ⇒５６ｋｇ！！ 体重－２２ｋｇ減！！」 

 「ただレギンスを履くだけで・・・ ①ミクロ単位の骨盤矯正 

↓↓↓ ②強制循環呼吸法 ↓↓↓ ③脂肪の無限∞燃焼 ↓↓↓ 

④毒素の大量排出 この４ｓｔｅｐで ３６５日・・・ 脱ぎ捨て

るまで痩身スパイラルが止まらない」 

 「１４日以内に全身の脂肪を削ぎ落とす！！ ≫１４日間着用

≪」と記載するとともに人の腹部を比較した画像を掲載した上で

「体重６４ｋｇ⇒４３ｋｇ 体重－２１ｋｇ減 体脂肪率⇒驚異の

９％」 

 「体型が激変した体験者は 既に３００名を超えています」と記

載した上で「◎最低体重記録を更新しました！ 柴田茜様（２９

歳）３週間着用」と記載するとともに人の身体を比較した画像を掲

載した上で「６１ｋｇ⇒４３ｋｇ ≫－１８ｋｇ≪ 出産を期に１

第５条 

第１号 

（第７条

第２項 

適用） 
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５ｋｇ太ってしまいました。５年くらい何をしても全く落ちなかっ

たのに・・・・ＣＣ＋ダウンレギンスを履き始めたら、ここ数年の

最低体重記録を更新しました。」 

などと記載することにより、あたかも、本件商品を着用するだけ

で、短期間で容易に著しい痩身効果が得られるかのように示す表示

をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社は当該期間内に当該資料を提

出しなかった。 

39 

株式会社ｅ－

ｃｈａｎｃｅ

に対する件 

（H29.12.19） 

 株式会社ｅ－ｃｈａｎｃｅは、「レニュマックス」と称する自動

車ボディ等の傷補修剤（他のカーケア用品と一体的に供給する場合

は、当該カーケア用品を含む。以下「本件商品」という。）を一般

消費者に販売するに当たり、平成２８年３月１９日から平成２９年

４月２３日までの間、テレビコマーシャルにおいて、「あっという

間にキレイに！」との映像、自動車ボディの傷に本件商品が塗布さ

れ、その後、当該傷が判別できなくなる程度に消える映像及び

「様々な傷が簡単に、あっという間にキレイに」との音声、「サッ

となぞって乾かすだけ！」との映像、自動車ボディの傷に本件商品

が塗布され、その後、当該傷が判別できなくなる程度に消える映像

及び「レニュマックスで傷の上にサッとなぞって乾かすだけで、

びっくりするほどすっかりキズが見えなくなってしまうんです」と

の音声、「削ったり磨いたりはいりません！」との映像、「拭き取る

必要すらないんです！」との映像及び「削ったり磨いたりはいりま

せん。拭き取る必要すらないんです」との音声並びに自動車ボディ

のクリアコート層よりも深い部分に達した傷に本件商品が塗布さ

れ、その後、自動車ボディの塗膜が復元され、当該傷が消えるアニ

メーション映像及び「画期的な傷補修剤・レニュマックスが車にで

きた傷をしっかりとふさぐんです。乾くと滑らかな表面を作り出

し、ボディを長持ちさせてくれます」との音声を放送することによ

り、あたかも本件商品の修復性能は、自動車のボディのカラー層に

いたる傷に対して本件商品を塗布して乾かすだけで容易に当該傷を

判別できなくなる程度に消すことができるものであるかのように示

す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、当該

資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認めら

れなかった。 

第５条 

第１号

（第７条

第２項 

適用） 

 

40 

イオンライフ

株式会社に対

する件 

（H29.12.22） 

 イオンライフ株式会社は、「イオンのお葬式」の名称で提供する

葬儀サービスのうち、「火葬式」と称する葬儀サービス、「１日葬」

と称する葬儀サービス及び「家族葬」と称する葬儀サービスの各役

務（以下これらを併せて「本件３役務」という。）を一般消費者に

提供するに当たり、平成２９年３月１４日から同年５月６日までの

間、日刊新聞紙に掲載した広告において、「追加料金不要」と記載

した上で、それぞれ、「火葬式１９８，０００円（税込）」、「１日葬

３４８，０００円（税込）」及び「家族葬４９８，０００円（税

込）」と記載することにより、あたかも、本件３役務の各役務の提

供に当たって必要な物品又は役務を追加又は変更する場合でも、当

該各役務についてそれぞれ記載された価格以外に追加料金が発生し

ないかのように表示していた。 

 実際には、火葬場利用料が１５，０００円を超える場合などには、

追加料金が発生するものであった。 

第５条 

第２号 
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41 

アマゾンジャ

パン合同会社

に対する件 

（H29.12.27） 

アマゾンジャパン合同会社は、同社が運営する「Ａｍａｚｏｎ．

ｃｏ．ｊｐ」と称するウェブサイトにおいて、 

① 同社が販売するクリアホルダー３商品（以下「本件クリアホル

ダー」という。）について、例えば、「プラス クリアホルダー 

Ａ４ ５０枚 クリアー ＦＬ-１７０ＨＯ-５０ ８８-１０５」と

称する商品について、平成２６年１０月１日から平成２９年５月

１０日までの間、「参考価格：￥４，８６０」と実際の販売価格

を上回る「参考価格」と称する価額を実際の販売価格に併記する

などにより、あたかも、「参考価格」と称する価額は、一般消費

者がこれを参考にすることにより実際の販売価格の安さの判断に

資する価格であり、実際の販売価格が当該価格に比して安いかの

ように表示していた。 

実際には、「参考価格」と称する価額は、本件クリアホルダー

の製造事業者が社内での商品管理上便宜的に定めた価格であり、

一般消費者への提示を目的としていないものであった。 

② 同社が販売する「ワコーズ ＳＰ-４ スーパープロフォー ブ

レーキフルードＤＯＴ４及びＪＩＳ ＢＦ-５ Ｔ１４２ １Ｌ Ｔ

１４２〔ＨＴＲＣ３〕」と称するブレーキフルード（以下「本件

ブレーキフルード」という。）について、平成２８年９月５日か

ら平成２９年６月２９日までの間、「参考価格：￥４，６４０」

と、実際の販売価格を上回る「参考価格」と称する価額を実際の

販売価格に併記することにより、あたかも、「参考価格」と称す

る価額は、一般消費者がこれを参考にすることにより実際の販売

価格の安さの判断に資する価格であり、実際の販売価格が当該価

格に比して安いかのように表示していた。 

実際には、「参考価格」と称する価額は、本件ブレーキフルー

ドの製造事業者が設定した本件ブレーキフルードのメーカー希望

小売価格よりも高く任意に設定された価格であった。 

③ 同社が販売する「国菊甘酒 ９００ｍｌ」と称する甘酒（以下

「本件甘酒」という。）について、平成２９年６月１６日から同

年７月１８日までの間及び同月２１日に、「参考価格：￥３，７

８０」と、実際の販売価格を上回る「参考価格」と称する価額を

実際の販売価格に併記することにより、あたかも、「参考価格」

と称する価額は、一般消費者がこれを参考にすることにより実際

の販売価格の安さの判断に資する価格であり、実際の販売価格が

当該価格に比して安いかのように表示していた。 

実際には、「参考価格」と称する価額は、本件甘酒の製造事業者

が設定した本件甘酒のメーカー希望小売価格よりも高い本件甘酒

６本分のメーカー希望小売価格に基づく価格であった。 

第５条 

第２号 

42 

株式会社メガ

スポーツに対

する件 

（H30.1.12） 

株式会社メガスポーツは、同社が運営する「ＳＰＯＲＴＳ ＡＵ

ＴＨＯＲＩＴＹ」と称する店舗においてスポーツ用品及びアウトド

ア用品４７商品を一般消費者に販売するに当たり、例えば、平成２

８年７月１４日又は同月１５日に札幌市等の地域内に配布された日

刊新聞紙に折り込んだ苫小牧店等における同月１５日に開始した

セール企画に係るチラシにおいて、「○当は当店平常価格です」と記

載した上で、「Ｃｏｌｅｍａｎ トレッキングポール ＴＰ－Ｉ０

０１」と称する商品について「○当税込１０，８００円 レジにて５

０％ＯＦＦで 特別価格 本体価格５，０００円 税込５，４００

円」と記載するなどにより、あたかも、「○当」と称する価額は、当

該店舗において当該商品について平常販売している価格であり、実

第５条 

第２号 
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際の販売価格が当該平常販売している価格に比して安いかのように

表示していた。 

実際には、「○当」と称する価額は当該店舗において当該商品につい

て最近相当期間にわたって販売された実績のないものであった。 

43 

アワ・パーム・

カンパニー・リ

ミテッドに対

する件 

（H30.1.26） 

アワ・パーム・カンパニー・リミテッドは、「ＴＨＥ ＫＩＮＧ 

ＯＦ ＦＩＧＨＴＥＲＳ ’９８ ＵＬＴＩＭＡＴＥ ＭＡＴＣＨ Ｏ

ｎｌｉｎｅ」と称するオンラインゲーム（以下「本件ゲーム」とい

う。）内において実施した、本件ゲーム内で使用する「クーラ」と

称するキャラクターを提供する「クーラ限定ガチャ」と称する役務

（以下「本件役務」という。）について、「クーラ」と称するキャラ

クターの画像とともに、「ガチャでピックアップの格闘家があた

る」、「クーラ」、「出現確率：３％」、「購入」並びに「万能破片と格

闘家確定」及び「１０回購入」と記載することにより、あたかも、

本件役務を１回ごとに取引する場合にあっては、本件役務の取引１

回当たりの「クーラ」と称するキャラクターの出現確率が３パーセ

ントであるかのように、また、本件役務を１０回分一括して取引す

る場合にあっては、「万能破片」と称するアイテムの出現に割り当

てられる１回を除く９回における本件役務の取引１回当たりの

「クーラ」と称するキャラクターの出現確率が３パーセントである

かのように表示していた。 

実際には、本件役務を１回ごとに取引する場合の本件役務の取引

１回当たりの「クーラ」と称するキャラクターの出現確率は、０．３

３３パーセントであり、また、本件役務を１０回分一括して取引する

場合の「万能破片」と称するアイテムの出現に割り当てられる１回を

除く９回における本件役務の取引１回当たりの「クーラ」と称する

キャラクターの出現確率は、９回のうち８回については０．３３３

パーセントであった。 

第５条 

第２号 

44 

東レ株式会社

に対する件 

（H30.2.1） 

東レ株式会社は、「トレビーノ ＰＴ３０２Ｆ」と称するポット

型浄水器（以下「本件ポット型浄水器」という。）を販売する商品

の箱（以下「本体箱」という。）に、交換用カートリッジ３個を同

梱した箱（以下「カートリッジ箱」という。）を接着させ、２つの

箱を一体化させた「トレビーノ ＰＴ３０２Ｆ メガ盛りパック」と

称するポット型浄水器及び交換用カートリッジのセット商品（以下

「本件商品」という。）を一般消費者に販売するに当たり、遅くと

も平成２９年３月以降、本件商品の商品パッケージの天面にあって

は、本体箱に「カートリッジ１個付」と記載するとともに、カート

リッジ箱に「カートリッジ４個入」と記載し、また、本件商品の商

品パッケージの前面にあっては、本体箱にカートリッジ１個が装着

された本件ポット型浄水器の写真を掲載するとともに、カートリッ

ジ箱に「カートリッジ４個入」と記載することにより、あたかも、

本件商品は、カートリッジが合計５個入りであるかのように表示し

ていた。  

実際には、本件商品は、カートリッジが本体箱に１個、カート

リッジ箱に３個の合計４個入りであった。 

第５条 

第２号 

45 

株式会社ＳＰ

ＲＩＮＧに対

する件 

（H30.3.2） 

株式会社ＳＰＲＩＮＧ（以下「ＳＰＲＩＮＧ」という。）は、「７

＋Ｅｎｇｌｉｓｈ」と称する英会話教材（以下「本件商品」とい

う。）を一般消費者に販売するに当たり、自社ウェブサイト（以下

「本件ウェブサイト」という。）において、遅くとも平成２８年４

月１日から平成２９年９月１日までの間、「発売開始キャンペーン 

さらに今回は７＋Ｅｎｇｌｉｓｈの発売記念ということで、本日か

ら３日以内にお申し込みになった方に限り、１万円引きの１９,８

第５条 

第２号 
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００円で提供させていただきます。」と記載するとともに、「通常価

格 ２９，８００円 今だけ期間限定価格１９，８００円（税込）」

と記載することにより、あたかも、「通常価格」と称する価額は、

ＳＰＲＩＮＧが本件商品を販売する際に通常は当該価格で販売する

価格であって、実際の販売価格が当該価格に比して安いものであ

り、かつ、一般消費者が本件ウェブサイトを初めて閲覧した日（以

下「閲覧初日」という。）から３日以内に本件商品の購入を申し込

んだ場合に限り、「通常価格」と称する価額から１万円引きの１

９，８００円で本件商品を購入できるかのように表示していた。 

実際には、「通常価格」と称する価額は、閲覧履歴により閲覧初日

に本件ウェブサイトの閲覧に用いたものであると同定されたウェブ

ブラウザを用いて閲覧初日から５日目以降に本件ウェブサイトを閲

覧した場合に限り、実際の販売価格として表示される価格であり、

かつ、遅くとも平成２８年４月１日以降、１９，８００円又は当該

価格よりも安い価格で本件商品を購入できるものであった。 

46 

ジ ュ ピ タ ー

ショップチャ

ンネル株式会

社に対する件 

（H30.3.16） 

ジュピターショップチャンネル株式会社（以下「ジュピター

ショップチャンネル」という。）は、 

① 「三菱電機 １台４役！ かんたん録画テレビ“リアル” 

＜３２∨型＞」及び同「４０∨型」（以下「本件４０型テレ

ビ」という。）と称するテレビ（以下、併せて「本件テレビ」

という。）並びに「甘くてぷりっぷり！特大ずわいがに一番脚

肉むき身＆かに爪<計１．１ｋｇ>」と称するずわいがに（以下

「本件ずわいがに」といい、以下、本件テレビと併せて「本件

３商品」という。）を一般消費者に販売するに当たり、本件テ

レビについては、平成２８年１２月９日、平成２９年１月２日

から同月７日までの間、同年３月２０日及び同年４月２３日の

各期間に、本件ずわいがにについては、平成２８年１２月１３

日に、地上波放送、ＣＳ放送又はＢＳ放送を通じて放送した

「ショップチャンネル」と称するテレビショッピング番組（以

下「ショップチャンネル」という。）において、各セール企画

として、実際の販売価格に当該価格を上回る「明日以降」又は

「期間以降」と称する価額を併記した映像を放送することによ

り、あたかも「明日以降」又は「期間以降」と称する価額は、

本件３商品について当該セール企画終了後に適用される通常の

販売価格であって、実際の販売価格が当該価格に比して安いか

のように表示していた。 

   実際には、本件３商品が各セール企画終了後に販売される期

間は２日間又は３日間のみであって、ごく短期間のみ「明日以

降」又は「期間以降」と称する価額で販売するにすぎず、当該

価額での販売実績もジュピターショップチャンネルにおいて実

質的に問われないものであって、将来の販売価格として十分な

根拠のあるものとは認められない。 

② 本件テレビを一般消費者に販売するに当たり、平成２８年１

２月９日に、ＣＳ放送又はＢＳ放送を通じて放送したショップ

チャンネルにおいて、同日に実施したセール企画として、「で

もね本当にお安いので、さっきあの私バイヤーに会ってきたん

ですけれども、バイヤーが本当に安いんですって。あり得な

いって。」等の音声を放送することにより、あたかも、本件テ

レビにかかるジュピターショップチャンネルの実際の販売価格

は、同日時点において他の販売事業者では通常設定できない安

いものであるかのように表示していた。 

第５条 

第２号 
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No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

   実際には、同日時点において、本件テレビをジュピター

ショップチャンネルと同程度又は下回る価格で販売する他の販

売事業者が複数存在していた。 

③ 本件４０型テレビを一般消費者に販売するにあたり、平成２

９年３月２０日に地上波放送、ＣＳ放送又はＢＳ放送を通じて

放送したショップチャンネルにおいて、同日に実施したセール

企画として、「４０型が、もし１０万円台、１０万中盤でね、

１５万円、１６万とかでもしあったら、それ相当安いと思うん

ですよ。」等の音声を放送することにより、あたかも、本件４

０型テレビに係る他の販売事業者の販売価格は、同日時点にお

いて最低でも１５万円程度であって、ジュピターショップチャ

ンネルの実際の販売価格が当該他の販売事業者の販売価格に比

して安いかのように表示していた。 

   実際には、同日時点において、本件４０型テレビに係る他の

販売事業者の販売価格は、１５万円を下回るものが複数存在

し、ジュピターショップチャンネルの実際の販売価格を下回る

ものも複数存在していた。 

47 

マカフィー株

式会社に対す

る件 

（H30.3.22） 

マカフィー株式会社は、「マカフィーリブセーフ１年版」、「マカ

フィーリブセーフ３年版」、「マカフィートータルプロテクション１

年版」、「マカフィートータルプロテクション３年版」、「マカフィー

インターネットセキュリティ１年版」及び「マカフィーインター

ネットセキュリティ３年版」とそれぞれ称するセキュリティソフト

ウェアの使用許諾（いずれも２０１７年版。以下「本件６役務」と

いう。）を一般消費者に提供するに当たり、自社ウェブサイトにお

いて、例えば、「マカフィーリブセーフ１年版」と称するセキュリ

ティソフトウェアの使用許諾について、平成２８年１０月１４日か

ら同年１２月５日までの間、「実施期間２０１６/１２/５まで」、

「標準価格８，２０８円(税込）」、「今なら２，４６２円お得！」、

「３０％ＯＦＦ」及び「特別価格５，７４６円(税込）」と記載する

など、あたかも、「標準価格」と称する価額は、「マカフィーリブ

セーフ１年版」と称するセキュリティソフトウェアの使用許諾につ

いて通常提供している価格であり、かつ、記載した期限までに当該

役務の提供を申し込んだ場合に限り、「特別価格」と称する価額で

当該役務の提供を受けることができるかのように表示していた。 

実際には、本件６役務全てについて、「標準価格」と称する価額

は、本件６役務の提供開始日である平成２８年１０月１４日から提

供終了日である平成２９年１１月２１日までの間、提供された実績

のないものであり、かつ、同期間において、「特別価格」と称する

価額で提供を受けることができるものであった。 

第５条 

第２号 

48 

生活協同組合

連合会グリー

ンコープ連合

に対する件 

（H30.3.27） 

生活協同組合連合グリーンコープ連合は、１４種類のウインナー

ソーセージ（以下「本件商品」という。）を、会員生協を通じて会

員生協の組合員である一般消費者に販売するに当たり、平成２８年

６月１３日から平成２９年３月１８日までの間、「ＧＲＥＥＮ」と

称するカタログ（以下「ＧＲＥＥＮ」という。）において、例え

ば、平成２８年６月１３日から同月１８日までの間に配布されたＧ

ＲＥＥＮにおいて、「ハム・ソーセージも 原料は産直豚１０

０％！ 添加物に頼らず、素材の良さをいかしています。保存料・

着色料・添加物・化学調味料など不使用。」及び「今週のお・す・

す・め！ グリーンコープのハム・ソーセージには化学的な合成添

加物は一切使っていません。」と記載するなど、配布されたＧＲＥ

ＥＮにおいて、あたかも、本件商品は、化学的な合成添加物を一切

第５条 

第１号 
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No 事件名 事  件  概  要 違反法条 

使用せずに製造されたものであるかのように示す表示をしていた。 

 実際には、本件商品に使用された羊腸は、化学的な合成添加物で

あるリン酸三ナトリウム溶液に漬けて加工されたものであった。 

49 

株式会社ＤＭ

Ｍ．ｃｏｍに対

する件 

（H30.3.29） 

株式会社ＤＭＭ．ｃｏｍは、「ＤＭＭ．ｍａｋｅ ５０インチ 

４Ｋディスプレイ」と称する液晶ディスプレイ及び「ＤＭＭ．ｍａ

ｋｅ ６５インチ ４Ｋディスプレイ」と称する液晶ディスプレイ

（以下これらを併せて「本件２商品」という。）を一般消費者に販

売するに当たり、自社ウェブサイトにおいて、本件２商品につい

て、それぞれ、「ＤＭＭ．ｍａｋｅ ５０インチ ４Ｋディスプレ

イ」と称する液晶ディスプレイにあっては平成２８年１１月１５日

から平成２９年４月１２日までの間、「ＤＭＭ．ｍａｋｅ ６５イ

ンチ ４Ｋディスプレイ」と称する液晶ディスプレイにあっては平

成２８年１１月２５日から平成２９年４月１２日までの間、「４Ｋ

／６０ｐ，１２０Ｈｚ駆動，ＨＤＣＰ２．２対応の５０／６５イン

チ ４Ｋディスプレイをお求めやすい価格でご提供。」、「４Ｋ／６

０ｐ入力に対応 さらに１２０Ｈｚ倍速駆動で、４Ｋ映像をなめら

かに！」及び「１秒間に６０フレームの４Ｋ映像を表示する４Ｋ／

６０ｐに対応。さらに１２０Ｈｚ駆動でフレームを補完し、よりな

めらかな映像を映し出します。」と記載するとともに、「４Ｋ／６０

ｐ（１秒間に６０フレーム）」、「前後から予測して新しい映像を生

成」、「１２０Ｈｚ倍速駆動（１秒間に１２０フレーム）」及び「滑

らかな映像表示」と付記された３枚の画像のそれぞれの間に新たな

画像が差し込まれ合計５枚の画像となることを示す図を掲載するこ

とにより、あたかも、本件２商品の各商品が、前後のフレームから

中間的なフレームを新たに生成し、映像を補完する倍速駆動と称す

る技術により、１秒間に６０フレームで構成される映像を１秒間に

１２０フレームで構成される、より滑らかな映像にして映し出す機

能を具備しているかのように示す表示をしていた。 

実際には、本件２商品の各商品は、１秒間に６０フレームで構成

される映像を１秒間に１２０フレームで構成される映像にして映し

出す機能を具備していなかった。 

第５条 

第１号 

50 

株式会社ＵＰ

Ｑに対する件 

（H30.3.29） 

株式会社ＵＰＱは、「Ｑ－ｄｉｓｐｌａｙ ４Ｋ５０」と称する

液晶ディスプレイ等液晶ディスプレイ３商品（以下「本件３商品」

という。）を一般消費者に販売するに当たり、平成２７年８月６日

から平成２９年４月１２日までの間、自社ウェブサイトにおいて、

例えば、「Ｑ－ｄｉｓｐｌａｙ ４Ｋ５０」と称する液晶ディスプ

レイについて、平成２７年８月６日から平成２８年２月２４日まで

の間、「４Ｋ／６０ｐ、１２０Ｈｚ駆動 ＨＤＣＰ２．２対応の５

０インチ ４Ｋディスプレイ」及び「国内最安値級の５０インチ４

Ｋ／１２０Ｈｚディスプレイ。」と記載するなど、本件３商品の各

商品について、それぞれ、あたかも、本件３商品の各商品が、１秒

間に６０フレームで構成される映像を１秒間に１２０フレームで構

成される映像にして映し出す機能を具備しているかのように示す表

示をしていた。 

実際には、本件３商品の各商品は、１秒間に６０フレームで構成

される映像を１秒間に１２０フレームで構成される映像にして映し

出す機能を具備していなかった。 

第５条 

第１号 
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２ 平成 29年度に課徴金納付命令を行った事件 

No 事件名 事  件  概  要 
課徴金額 

（円） 

１ 

日本サプリメン

ト株式会社に対

する件 

（H29.6.7） 

 日本サプリメント株式会社は、「ペプチドエースつぶタイプ」と称

する錠剤状１８０粒入りの食品について、例えば、容器包装におい

て、次のとおり記載することにより、あたかも、当該商品が特定保

健用食品として消費者庁長官の許可の要件を満たしたものである

かのように示す表示をしていた。 

○健康増進法に規定する特別用途表示の許可等に関する内閣府令

第８条第１項第６号に掲げる同令別記様式第２号による許可証票

を記載 

○「かつお節オリゴペプチド配合」 

○「消費者庁許可保健機能食品（特定保健用食品）」 

○「血圧が高めの方に適した食品です。」 

○「●保健機能食品（特定保健用食品）●許可表示：本品はかつお

節オリゴペプチドを配合した食品で、血圧が高めの方に適した食品

です。」 

○「●摂取目安量：１日当たり６粒（かつお節オリゴペプチド１．

５ｇ、ＬＫＰＮＭとして５ｍｇ）を目安にお召し上がり下さい。」 

○「栄養成分量及び熱量（６粒、１．７１ｇあたり）」 

○「関与成分：かつお節オリゴペプチド･･･････････････････････

１．５ｇ（ＬＫＰＮＭとして５ｍｇ）」 

実際には、「ペプチドエースつぶタイプ」と称する錠剤状１８０粒

入りの食品は、遅くとも平成２３年８月以降、品質管理として、包

装後の製品における関与成分についての試験結果が行われておら

ず、また、平成２６年９月に、関与成分の特定ができないことが判

明しており、健康増進法第２６条第１項の規定に基づく特定保健用

食品の許可等の要件を満たしていないものであった。 

3073万 

２ 

日本サプリメン

ト株式会社に対

する件 

（H29.6.7） 

日本サプリメント株式会社は、「豆鼓エキスつぶタイプ」と称する

錠剤状１８０粒入りの食品について、例えば、容器包装において、

次のとおり記載することにより、あたかも、当該商品が特定保健用

食品として消費者庁長官の許可の要件を満たしたものであるかの

ように示す表示をしていた。 

○健康増進法に規定する特別用途表示の許可等に関する内閣府令

第８条第１項第６号に掲げる同令別記様式第２号による許可証票

を記載 

○「豆鼓（発酵大豆）エキス配合」 

○「消費者庁許可保健機能食品（特定保健用食品）」 

○「血糖値が気になり始めた方に適した食品です。」 

○「●保健機能食品（特定保健用食品）●許可表示：本品は豆鼓エ

キスを含んでおり、糖の吸収をおだやかにするので、血糖値が気に

なり始めた方に適した食品です。」 

○「●摂取目安量：お食事の時に２粒を目安にお召し上がり下さい。

１日当たり６粒を目安にお召し上がりください。」 

○「栄養成分量および熱量（６粒、１．５ｇあたり）」 

○「関与成分：豆鼓エキス トリスとして･････０．１８ｍｇ」 

実際には、「豆鼓エキスつぶタイプ」と称する錠剤状１８０粒入り

の食品は、遅くとも平成２３年８月以降、品質管理として、包装後

の製品における関与成分についての試験結果が行われておらず、ま

た、平成２６年１０月に、関与成分の特定ができないことが判明し

ており、健康増進法第２６条第１項の規定に基づく特定保健用食品

の許可等の要件を満たしていないものであった。 

2398万 
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No 事件名 事  件  概  要 
課徴金額 

（円） 

３ 

日産自動車株式

会社に対する件 

（H29.6.14） 

日産自動車株式会社は、特約販売契約を締結する自動車販売業者

（以下「ディーラー」という。）を通じて「デイズ」と総称する軽自

動車１商品及び「デイズルークス」と総称する軽自動車５商品を一

般消費者に販売するに当たり、遅くとも平成２８年４月１日から同

月２０日までの間、ディーラーを通じて配布したカタログ及び自社

ウェブサイトにおいて、例えば、「デイズ（ＬＴＳＸ、Ｓ、二輪駆

動）」と称する軽自動車について、「ＪＣ０８モード 燃料消費率（国

土交通省審査値） ３０．４ｋｍ／Ｌ」及び「平成３２年度燃費基

準＋２０％達成車」と記載することにより、あたかも、国が定める

試験方法に基づく燃費性能は「３０．４ｋｍ／Ｌ」及び「平成３２

年度燃費基準＋２０％達成車」であるかのように示す表示をしてい

た。 

実際には、当該表示された燃費性能は、国が定める試験方法に基

づくものとはいえないものであって、燃費性能として表示できる上

限は、「２６．１ｋｍ／Ｌ」及び「平成３２年度燃費基準達成車」で

あった。 

317万 

（注１） 

４ 

三菱自動車工業

株式会社に対す

る件 

（H29.7.21） 

三菱自動車工業株式会社は、特約販売契約を締結する自動車販売

業者（以下「ディーラー」という。）を通じて「ｅＫワゴン」と総称

する軽自動車４商品、「ｅＫスペース」と総称する軽自動車２商品及

び「ｅＫスペースカスタム」と総称する軽自動車２商品を一般消費

者に販売するに当たり、遅くとも平成２８年４月１日から同月２０

日までの間、ディーラーを通じて配布したカタログ及び自社ウェブ

サイトにおいて、例えば、「ｅＫワゴン（ＬＴＭＸ、Ｍ、二輪駆動）」

と称する軽自動車について、「燃料消費率（国土交通省審査値） Ｊ

Ｃ０８モード ３０．４ｋｍ／Ｌ」及び「平成３２年度燃費基準＋

２０％達成車」と記載することにより、あたかも、国が定める試験

方法に基づく燃費性能は「３０．４ｋｍ／Ｌ」及び「平成３２年度

燃費基準＋２０％達成車」であるかのように示す表示をしていた。 

実際には、当該表示された燃費性能は、国が定める試験方法に基

づくものとはいえないものであって、燃費性能として表示できる上

限は、「２６．１ｋｍ／Ｌ」及び「平成３２年度燃費基準達成車」で

あった。 

368万 

（注１） 

５ 

株式会社オンラ

イフに対する件 

（H30.1.19） 

株式会社オンライフは、「slimfor（スリムフォー）」と称する機能

性表示食品を一般消費者に販売するに当たり、平成２８年１０月１

３日から平成２９年５月３１日までの間、例えば、平成２８年１０

月１３日から平成２９年５月１８日までの間、自社ウェブサイトに

おいて、ジーンズをつかんでウエストの隙間を見せている写真と共

に、「体重を減らすのを助ける！ 内臓脂肪や皮下脂肪を減らすの

を助ける！ ウエストサイズを減らすのを助ける！」と記載するな

どにより、あたかも、当該商品を摂取するだけで、誰でも容易に、

内臓脂肪及び皮下脂肪の減少による、外見上、身体の変化を認識で

きるまでの腹部の痩身効果が得られるかのように示す表示をして

いた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、

当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは

認められなかった。 

1167万 

６ 

株式会社協和に

対する件 

（H30.1.19） 

株式会社協和は、「ウエストシェイプ」と称する機能性表示食品

を一般消費者に販売するに当たり、平成２９年３月２５日から同

年８月２４日までの間、例えば、同年３月２５日から同年７月２

263万 
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No 事件名 事  件  概  要 
課徴金額 

（円） 

６日までの間、パソコン向け自社ウェブサイトにおいて、「体重や

ウエストサイズが気になる方へ」と題し、細身の腹部にメジャー

を巻き付けた写真と共に、「運動や無理な食事制限は続けられな

い！そんなあなたに！！」、「こんなお悩みありませんか？」と題

し、体重計に乗って頬に両手を当てて驚いた表情をしている女性

の写真と共に、「□今までサプリメントで満足できなかった」、「□

サプリメントを試してみたいが効果が出るのか不安」、「□代謝が

落ちて体重が増えた」、「□お腹まわりが気になる」、「１つでも当

てはまるものはありましたか？」及び「運動や無理な食事制限は

続けられない！そんなあなたに！！」との記載に続いて、「葛の花

イソフラボン配合のウエストシェイプがそんなあなたの悩みをサ

ポート」、「葛の花由来イソフラボンでお腹の脂肪を」、「分解」及

び「ブロック」等と記載するなどにより、あたかも、当該商品を

摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂肪及び皮下脂肪の減少に

よる、外見上、身体の変化を認識できるまでの腹部の痩身効果が

得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、

当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは

認められなかった。 

７ 

株式会社ステッ

プワールドに対

する件 

（H30.1.19） 

株式会社ステップワールドは、「ヘラスリム」と称する機能性表

示食品を一般消費者に販売するに当たり、平成２８年４月１日か

ら平成２９年６月２２日までの間、自社ウェブサイトにおいて、

例えば、平成２８年４月１日から同年９月２０日までの間、ウエ

ストにくびれのある女性の写真と共に、「おなかの脂肪 ※１ 臨床試

験結果公開！ ３ヶ月でマイナス １５．３ｃｍ２ くびれを目指

す！」、「ダイエット成功期待度 第１位 ※ 獲得サプリ！ 【Ｎ＝２

００】 （株）マーシュ調べ」等と記載するなどにより、あたか

も、当該商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂肪の減少

による、外見上、身体の変化を認識できるまでの腹部の痩身効果

が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、

当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは

認められなかった。 

4893万 

８ 

株式会社テレビ

ショッピング研

究所に対する件 

（H30.1.19） 

株式会社テレビショッピング研究所は、「葛の花サプリメント」

と称する機能性表示食品を一般消費者に販売するに当たり、平成

２８年７月１９日から平成２９年５月３１日までの間、例えば、

平成２８年８月１５日から同月１７日までの間、自社ウェブサイ

トにおいて、頭を抱えている女性の写真、しゃがみ込んで悩んで

いる女性の写真及び目の前の料理を食べるか我慢するか迷ってい

る女性の写真と共に、「運動しなくても！」、「食事制限しなくて

も！」、「あれこれガマンしなくても！」、「飲むだけで！お腹の脂

肪が２０ｃｍ２も減っていく！」、「きつい運動や食事制限…そんな

ガマンはもういらない！『葛の花サプリ』を飲むだけで、あとは

いつも通りの生活でＯＫ。お腹にタップリついてしまったその脂

肪を、２０ｃｍ２も減らします！」と記載するなどにより、あたか

も、当該商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂肪及び皮

下脂肪の減少による、外見上、身体の変化を認識できるまでの腹

部の痩身効果が得られるかのように示す表示をしていた。 

689万 
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No 事件名 事  件  概  要 
課徴金額 

（円） 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、

当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは

認められなかった。 

９ 

株式会社Ｎａｌ

ｅｌｕに対する

件 

（H30.1.19） 

株式会社Ｎａｌｅｌｕは、「葛の花ヘルスリム２７」と称する機

能性表示食品を一般消費者に販売するに当たり、平成２８年５月

３０日から平成２９年６月８日までの間、例えば、平成２８年９

月１日から平成２９年６月８日までの間、自社ウェブサイトにお

いて、細身の女性の写真と共に、「葛の花エキスのパワーで内臓脂

肪・皮下脂肪を減らします。」及び「年齢を選ばない。代謝が落ち

てきても成功！」等と記載するなどにより、あたかも、当該商品

を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂肪及び皮下脂肪の減少

による、外見上、身体の変化を認識できるまでの腹部の痩身効果

が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、

当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは

認められなかった。 

775万 

10 

日本第一製薬株

式会社に対する

件 

（H30.1.19） 

日本第一製薬株式会社は、「お腹の脂肪に葛の花イソフラボンス

リム」と称する機能性表示食品を一般消費者に販売するに当た

り、平成２８年４月１８日から平成２９年７月９日までの間、例

えば、平成２９年１月２９日から同年５月２４日までの間、自社

ウェブサイトにおいて、くびれのある細身のウエストの写真と共

に、「ズボンをスラッと履けるのが、こんなに快感だったなん

て！」等と記載するなどにより、あたかも、当該商品を摂取する

だけで、誰でも容易に、内臓脂肪の減少による、外見上、身体の

変化を認識できるまでの腹部の痩身効果が得られるかのように示

す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、

当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは

認められなかった。 

285万 

11 

株式会社ハーブ

健康本舗に対す

る件 

（H30.1.19） 

株式会社ハーブ健康本舗は、「シボヘール」と称する錠剤状１２

０粒入りの機能性表示食品及び「シボヘール」と称する錠剤状４

０粒入りの機能性表示食品を一般消費者に販売するに当たり、平

成２８年１１月２１日から平成２９年６月６日までの間、例え

ば、平成２８年１１月２１日から平成２９年５月２５日までの

間、自社ウェブサイトにおいて、くびれたウエストの写真と共

に、「お腹の脂肪が気になる方、肥満気味の方のための機能性表示

食品！」、「お腹の脂肪を減らすのを助ける新習慣」、「１日たった

４粒」と記載するなどにより、あたかも、当該商品を摂取するだ

けで、誰でも容易に、内臓脂肪及び皮下脂肪の減少による、外見

上、身体の変化を認識できるまでの腹部の痩身効果が得られるか

のように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、

当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは

認められなかった。 

2073万 

12 
ピルボックス

ジャパン株式会

ピルボックスジャパン株式会社は、「ｏｎａｋａ（おなか）」と

称する機能性表示食品を一般消費者に販売するに当たり、平成２
351万 
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No 事件名 事  件  概  要 
課徴金額 

（円） 

社に対する件 

（H30.1.19） 

８年９月２６日から平成２９年５月１６日までの間、例えば、平

成２８年１１月１８日から平成２９年５月１６日までの間、自社

ウェブサイトにおいて、引き締まった腹部の写真と共に、「内臓脂

肪と皮下脂肪を減らす！」、「おなか
・ ・ ・

集中お手軽サプリ！」と記載

するなどにより、あたかも、当該商品を摂取するだけで、誰でも

容易に、内臓脂肪及び皮下脂肪の減少による、外見上、身体の変

化を認識できるまでの腹部の痩身効果が得られるかのように示す

表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、

当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは

認められなかった。 

13 

株式会社やまち

やに対する件 

（H30.1.19） 

株式会社やまちやは、「葛の花由来イソフラボン入り きょうの

青汁」と称する機能性表示食品を一般消費者に販売するに当た

り、平成２８年７月２６日から平成２９年５月１７日までの間、

例えば、平成２８年８月１日から平成２９年５月１１日までの

間、自社ウェブサイトにおいて、体重計のイラストと共に、「落ち

ない体重」、走っている女性のシルエットのイラストと共に、「つ

らい運動」、ケーキのイラストに×印を付したイラストと共に、

「食事制限はムリ！」、腹部のイラストと共に、「ぽっこりお腹」、

「頑張らないダイエットをサポート!!」と記載するなどにより、

あたかも、当該商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂肪

及び皮下脂肪の減少による、外見上、身体の変化を認識できるま

での腹部の痩身効果が得られるかのように示す表示をしていた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出されたが、

当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは

認められなかった。 

592万 

14 

株式会社エネル

ギア・コミュニ

ケーションズに

対する件 

（H30.3.23） 

株式会社エネルギア・コミュニケーションズは、自らが供給する

「メガ・エッグ 光ネット［ホーム］」又は「メガ・エッグ for BB

東広島［ホーム］」と称する戸建住宅向け光回線インターネット接続

サービスに「ギガ王」と称する複数年にまたがる契約に伴う割引を

適用した役務（以下「メガ・エッグ光ネットホーム」という。）の取

引について、自社ウェブサイトにおいて、例えば、平成２８年４月

１日から同年５月２０日までの間、「期間限定 今カラ割＋今カラ

割プラス 今がチャンス キャンペーン期間：２０１６年２月１

（月）～５月２０日（金） 月々最大８００円割引 ギガ王 ３年

契約（ファミリーコース）の場合」等と記載することにより、あた

かも、当該期間内において新規にメガ・エッグ光ネットホームの提

供を申し込んだ場合に限り、２年間にわたり毎月最大で８００円の

割引が適用されるかのような表示を行っていた。 

実際には、平成２７年２月１日から平成２８年９月３０日までの

期間において、新規にメガ・エッグ光ネットホームの提供を申し込

んだ場合に、２年間にわたり毎月最大で８００円の割引を実施して

いた。 

530万 

15 

株式会社ミー

ロードに対する

件 

（H30.3.23） 

株式会社ミーロードは、「Ｂ－ＵＰ」と称する食品（以下「本件

商品」という。）を一般消費者に販売するに当たり、平成２８年４

月１日から同年１２月８日までの間、自社ウェブサイトにおい

て、「バストＵＰとスリムＵＰを同時にかなえるスタイルＵＰサプ

リの決定版！」等と記載するとともに、「今までの『プエラリア』

2430万 
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No 事件名 事  件  概  要 
課徴金額 

（円） 

では満足できなかったアナタへ・・・」と題し、バストの下部に

手を添えたポーズの女性の画像と共に、「魅惑的なメリハリＢｏｄ

ｙに・・・」と、余裕のあるぶかぶかの短パンをはきお腹周りを

指差している女性の画像と共に、「キュッ！」、「見てください！こ

んなブカブカに！」と、「Ｇカップでも ５７．８ｋｇ→４７ｋｇ 

－１０．８ｋｇ」、「女子力ＵＰに胸ふくらむ！！」と記載するこ

と等により、あたかも、本件商品を摂取するだけで、豊胸効果が

得られるとともに痩身効果が得られるかのように示す表示をして

いた。 

消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根

拠を示す資料の提出を求めたところ、同社は、表示に係る裏付け

とする資料を提出したが、当該資料は、当該表示の裏付けとなる

合理的な根拠を示すものであるとは認められないものであった。 

16 

プラスワン・

マーケティング

株式会社に対す

る件 

（H30.3.23） 

プラスワン・マーケティング株式会社は、「ＦＲＥＥＴＥＬ ＳＩ

Ｍ」と称する移動体通信役務（スマートフォン端末と一体的に供給

する場合は、当該スマートフォン端末を含む。以下「本件役務」と

いう。）を一般消費者に供給するに当たり、自社ウェブサイトにおい

て、 

① 平成２８年１１月３０日から同年１２月２２日までの間、例え

ば、同年１１月３０日から同年１２月１３日までの間にあって

は、「『業界最速』の通信速度」と記載するとともに、「☑ ＦＲＥ

ＥＴＥＬ ＳＩＭなら速度が出にくい都内平日１２時台でもこ

んなに速い！」等と付記された「Ｉ社 ＳＩＭ」、「Ｏ社 ＳＩＭ」、

「フリーテル」又は「ＮＴＴ ｄｏｃｏｍｏ」とする移動体通信

役務に係る通信速度の特定の日時及び場所における測定結果が、

それぞれ、０．３Ｍｂｐｓ強程度、０．２Ｍｂｐｓ程度、５．８

Ｍｂｐｓ強程度又は６．１Ｍｂｐｓ弱程度であったことを示すグ

ラフを掲載すること等により、あたかも、本件役務に係る通信速

度が、仮想移動体通信事業者等の低廉な料金設定により移動体通

信役務を提供する事業者（以下「格安ＳＩＭ事業者」という。）の

中で、恒常的に最も速いものであるかのように、また、特定の日

時及び場所における通信速度の測定結果において、他の格安ＳＩ

Ｍ事業者が提供する移動体通信役務に係る通信速度よりも著し

く速く、かつ、株式会社ＮＴＴドコモが提供する移動体通信役務

に係る通信速度に匹敵するものであるかのように示す表示をし

ていた。 

② 平成２８年１１月３０日から同年１２月１３日までの間、「Ｓ

ＩＭ販売シェアＮｏ．１」及び「シェアＮｏ．１！」と記載する

ことにより、あたかも、移動体通信役務の提供を受けるために必

要なＳＩＭカードの販売数量に係る自社のシェアが格安ＳＩＭ

事業者の中で第１位であるかのように示す表示をしていた。 

③ 平成２８年１１月３０日から同年１２月１３日までの間、例え

ば、「ＬＩＮＥのデータ通信料無料！」と記載するとともに、「Ａ

ｐｐＳｔｏｒｅ」、「ＬＩＮＥ」、「ＷｅＣｈａｔ」、「ＷｈａｔｓＡ

ｐｐ」及び「Ｐｏｋｅｍｏｎ ＧＯ」の文字並びにこれらの文字

が示すアプリケーションのアイコン画像を付記しつつ「ＦＲＥＥ

ＴＥＬなら各種ＳＮＳ利用時のデータ通信料が無料！！」等と記

載することにより、あたかも、これらのアプリケーションの利用

時に生じるデータ通信量が通信利用容量の対象外となるかのよ

うに表示していた。 

8824万 
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No 事件名 事  件  概  要 
課徴金額 

（円） 

①及び②については、消費者庁が、同社に対し、当該表示の裏付

けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求めたところ、同社は、

当該期間内に表示に係る裏付けとする資料を提出したが、当該資料

は、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものであるとは認

められないものであった。 

③については、実際には、当該データ通信量の一部は通信利用

容量の対象となるものであった。  

17 

株式会社日本教

育クリエイトに

対する件 

（H30.3.28） 

株式会社日本教育クリエイトは、「三幸福祉カレッジ」の名称で 

① 「介護職員初任者研修」と称する役務（以下「初任者研修」とい

う。）を一般消費者に提供するに当たり、平成２８年４月１日から

同年１１月１１日までの間、同社が運営する「三幸福祉カレッジ」

と称する自社ウェブサイト（以下「本件ウェブサイト」という。）

において、例えば、「通常受講料１２０，０００円▼最大受講料半

額以上もお得！５９，５００円～（教材費込・税別）」と記載する

など、実際の受講料に当該価格を上回る「通常受講料」と称する

価額を併記することにより、あたかも、「通常受講料」と称する価

額は、日本教育クリエイトが初任者研修について通常提供してい

る価格であり、実際の受講料が当該通常提供している価格に比し

て安いかのように表示していた。 

実際には、「通常受講料」と称する価額は、日本教育クリエイト

において、最近相当期間にわたって提供された実績のないもので

あった。 

② 「実務者研修」と称する役務（「ホームヘルパー２級」と称する

研修を修了した者又は「介護職員初任者研修」と称する研修を修

了した者に対し提供されるもの。以下「実務者研修」という。）を

一般消費者に提供するに当たり、平成２８年４月１日から同年１

１月１１日までの間、本件ウェブサイトにおいて、例えば、「＼受

講料が約４０，０００円割引／通常受講料（初任者研修修了者）

１２７，０００円（税別・テキスト代込み）９０，０００円（税

別・テキスト代込み）」と記載するなど、実際の受講料に当該価格

を上回る「通常受講料」と称する価額を併記することにより、あ

たかも、「通常受講料」と称する価額は、日本教育クリエイトが実

務者研修について通常提供している価格であり、実際の受講料が

当該通常提供している価格に比して安いかのように表示してい

た。 

実際には、「通常受講料」と称する価額は、日本教育クリエイト

において、最近相当期間にわたって提供された実績のないもので

あった。 

③ 初任者研修及び実務者研修を一体的に供給する「セット講座」と

称する役務（以下「セット講座」という。）を一般消費者に提供す

るに当たり、平成２８年４月１日から同年１１月１１日までの

間、本件ウェブサイトにおいて、例えば、「（通常：初任者研修１

２０，０００円＋実務者研修１２７，０００円＝定価２４７，０

００円）キャンペーン受講料１４４，５００円～（テキスト代込・

税別）」、「最大１０万円以上もお得！！」と記載するなど、実際の

受講料に当該価格を上回る「定価」と称する価額を併記すること

により、あたかも、「定価」と称する価額は、日本教育クリエイト

がセット講座について通常提供している価格であり、実際の受講

料が当該通常提供している価格に比して安いかのように表示し

ていた。 

4936万 
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No 事件名 事  件  概  要 
課徴金額 

（円） 

実際には、「定価」と称する価額は、日本教育クリエイトにおい

て、最近相当期間にわたって提供された実績のないものであっ

た。  

18 

株式会社日本教

育クリエイトに

対する件 

（H30.3.28） 

株式会社日本教育クリエイトは、「日本医療事務協会」の名称で

「医療事務通学講座」と称する役務（九州地区及び山口県の区域に

おいて提供するものを除く。以下「医療事務（通学）」という。）

を一般消費者に提供するに当たり、平成２８年４月１日（沖縄県の

区域において提供するものにあっては同年９月１日）から同年１１

月１１日までの間）、同社が運営する「日本医療事務協会」と称す

る自社ウェブサイトにおいて、例えば、「通常価格５５，０００円

４２，７００円（教材費込・税別）」と記載するなど、実際の受

講料に当該価格を上回る「通常価格」と称する価額を併記すること

により、あたかも、「通常価格」と称する価額は、日本教育クリエ

イトが医療事務（通学）について通常提供している価格であり、実

際の受講料が当該通常提供している価格に比して安いかのように

表示していた。 

実際には、「通常価格」と称する価額は、日本教育クリエイトに

おいて、最近相当期間にわたって提供された実績のないものであっ

た。  

169万 

19 

ガンホー･オン

ラ イ ン ･ エ ン

ターテイメント

株式会社に対す

る件 

（H30.3.28） 

ガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社は、「パズ

ル＆ドラゴンズ」と称するオンラインゲーム内において実施し

た、「モンスター」と称するアイテムのいずれかを提供する「特別

レアガチャ『魔法石１０個！フェス限ヒロインガチャ』」と称する

役務について、インターネット上で配信する公式番組において、

あたかも、全てのモンスターが「究極進化」と称する仕様の対象

となるかのように表示していた。 

実際には、当該ガチャによって提供されるモンスター１３体のう

ち２体だけを「究極進化」と称する仕様の対象とし、１１体は「究

極進化」ではなく「進化」と称する仕様の対象としていた。 

5020万 

（注２） 

（注１）当該課徴金の額は、同社による課徴金対象行為に該当する事実の報告及び認定実施予定返金措

置計画に係る返金措置の結果に基づいて課徴金を減額したものである。 

（注２）当該課徴金の額は、同社による課徴金対象行為に該当する事実の報告に基づいて課徴金を減額

したものである。 
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３ 平成 29年度の指導 

(1) 表示事件 

ア 第５条第１号（優良誤認） 

品質、規格その他の内容について、著しく優良であると誤認されるおそれのある

表示 

事 件 概 要 

Ａは、トレーディングカード入り福袋（以下「本件商品」という。）を販売す

るに当たり、自社ウェブサイトにおいて、当たりにはノーマル以外のカードが封

入されていますなどと記載することにより、あたかも、本件商品にはノーマル以

外のカードが封入されている商品があるかのように示す表示をしていたが、実際

には、ノーマル以外のカードは、上記表示がなされてから約○か月間本件商品に

は封入されていないものであった。 

Ｂは、SIMフリースマートフォン（以下「本件商品」という。）を販売するに当

たり、自社ウェブサイトにおいて、マーケットシェア○％と記載することによ

り、あたかも、SIMフリースマートフォン端末における本件商品の販売シェアが

○パーセントであるかのように示す表示をしていたが、実際には、販売シェアが

○パーセントであるとまでは認められないものであった。 

Ｃは、化粧品（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、ダイレクト

メールにおいて、肌老化も肌トラブルも完全解消、美肌・若肌を完全復活、あら

ゆる肌老化・肌トラブルが消滅などと記載することにより、あたかも、本件商品

を使用することにより、肌のシワ、シミ、たるみ等の肌老化や肌トラブルが改善

されるかのように示す表示をしていたが、実際には、当該表示どおりの効果があ

るとまでは認められないものであった。 

Ｄは、保健衛生品（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、ウェブサ

イトにおいて、公的機関での安全性テストを実施済、○○省△△局□□室と◎◎

部●●課が独立行政法人▲▲に依頼して安全テストを行った結果、他社製品と比

較して様々な優位性が確認されましたと記載することにより、あたかも、本件商

品が他社製品より安全面において勝るものであるかのように示す表示をしていた

が、実際には、本件商品が他社製品よりも安全面において勝るものであるとまで

は認められないものであった。 

Ｅは、教育サービスを提供するに当たり、自社ウェブサイトにおいて、例え

ば、○○教室で成果が出た方を紹介しますと記載し、複数の生徒の顔写真、在籍

学校名を記載することなどにより、あたかも、当該教室で成績が向上した生徒で

あるかのように示す表示をしていたが、実際には、○○教室以外の教室の生徒も

含まれており、当該教室において成績が向上した生徒だけではないものであっ

た。 

Ｆは、化粧品（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、雑誌広告にお

いて、たった○秒で汗がピタッなどと記載することにより、あたかも、本件商品

を使用することにより、極めて短時間のうちに汗を止める効果があるかのように

示す表示をしていたが、実際には、当該表示どおりの効果があるとまでは認めら

れないものであった。 

Ｇは、補正下着（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、自社ウェブ

サイト及びカタログにおいて、本件商品を着用していない人物の腹部の写真と着

用している人物の腹部の写真を並べて掲載し、前者の写真に着用前、後者の写真
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に着用中とそれぞれ記載することにより、あたかも、本件商品を着用している間

は腹部が著しく引き締まるかのように示す表示をしていたが、実際には、当該表

示どおりの効果があるとまでは認められないものであった。 

Ｈは、○○ホテルにおいて宿泊サービスを提供するに当たり、新聞折り込みチ

ラシにおいて、露天風呂を示すアイコンを記載することにより、あたかも、Ｈが

運営する○○ホテルには露天風呂が設置されているかのように示す表示をしてい

たが、実際には、○○ホテルには露天風呂は設置していなかった。 

Ｉは、検査サービス（以下「本件役務」という。）を提供するに当たり、自社

ウェブサイトにおいて、販売数、解析実績数、国内Ｎｏ．１と記載することによ

り、あたかも、本件役務による解析実績数が国内でＮｏ．１であるかのように示

す表示をしていたが、実際には、解析実績数が国内Ｎｏ．１であるとまでは認め

られないものであった。 

Ｊは、加工食品（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、自社ウェブ

サイトにおいて、国産 北海道産秋鮭と記載することにより、あたかも、本件商

品は北海道産秋鮭を原料として使用した商品であるかのように示す表示をしてい

たが、実際には、本件商品は北海道を産地とする秋鮭を原料とするものではなかっ

た。 

Ｋは、清涼飲料水（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、自社ウェ

ブサイトにおいて、本件商品は、美のミネラルである○○、疲労回復効果もあり、

老廃物や病気の原因となる活性酸素の働きを抑制する抗酸化作用もある△△、糖

尿病・血糖値の改善・便秘の改善にも効果のある□□、体の有害な毒素を出すデ

トックス作用のある◎◎等、豊富なミネラルの作用には目を見張るべきものがあ

りますなどと記載することにより、あたかも、本件商品を摂取するだけで、疲労

回復・健康増進効果が得られるかのように示す表示をしていたが、実際には、当

該表示どおりの効果があるとまでは認められないものであった。 

Ｌは、特定保健用食品（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、容器

包装、チラシ、自社ウェブサイト及びカタログにおいて、特定保健用食品の許可

マークと共に、消費者庁許可特定保健用食品、許可表示として○○としての△△

物質の認定を受けた□□が含まれていると記載し、また、関与成分の含有量とし

て◎グラムと記載することにより、あたかも、本件商品が特定保健用食品の許可

要件を満たしているかのように示す表示をしていたが、実際には、一部のロット

において、表示された関与成分量を下回るなど許可要件を満たしていないおそれ

のあるものであった。 

Ｍは、食品（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、自社ウェブサイ

トにおいて、血行障害によって起こる壊疽、血液が原因で起こる症状も、健康な

血液にしてくれる○○を飲むことで改善できますなどと記載することにより、あ

たかも、本件商品を摂取するだけで、疾病の改善等の効果が得られるかのように

示す表示をしていたが、実際には、当該表示どおりの効果があるとまでは認めら

れないものであった。 

Ｎは、食品（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、自社ウェブサイ

トにおいて、認知の低下を和らげる成果が認められています、継続が知的健康維

持の鍵ですなどと記載することにより、あたかも、本件商品を摂取するだけで、

認知の低下を和らげたり、知的健康を維持する効果が得られるかのように示す表

示をしていたが、実際には、当該表示どおりの効果があるとまでは認められない

ものであった。 
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Ｏは、食品（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、自社ウェブサイ

トにおいて、免疫力の向上やがん予防に試してみませんか、免疫力向上補助サプ

リなどと記載することにより、あたかも、本件商品を摂取するだけで、免疫力が

向上し、がんの予防などにつながる効果が得られるかのように示す表示をしてい

たが、実際には、当該表示どおりの効果があるとまでは認められないものであっ

た。 

Ｐは、食品（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、自社ウェブサイ

トにおいて、もう我慢しない、快適で安心な毎日を、もよおしがちな、あなた こ

んな我慢していませんか？ 席を外せないときに限っていきたくなる 笑ったと

きや力を入れたときについうっかり、女性特有のお悩みをすっきりなどと記載す

ることにより、あたかも、女性が本件商品を摂取することにより、頻尿や尿失禁

などの問題が解決するかのように示す表示をしていたが、実際には、当該表示ど

おりの効果があるとまでは認められないものであった。 

 

イ 第５条第２号（有利誤認） 

事 件 概 要 

Ｑは、パソコン（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、自社ウェ

ブサイトにおいて、最短○日～△週間以内にお届けしますと記載することによ

り、あたかも、本件商品は、注文後遅くとも△週間以内に注文者の手元に届くか

のように表示していたが、実際には、本件商品の一部は納品に△週間以上要して

いるものであった。 

Ｒは、自動車の修理役務を提供するに当たり、自社ウェブサイトにおいて、バ

ンパーのすりキズ一か所○○円均一等と記載することにより、あたかも、バン

パーのすり傷１か所の修理代金は、すり傷の大きさにかかわらず一律○○円であ

るかのように表示していたが、実際には、○○円で修理可能なすり傷はおおよそ

２０ｃｍ四方程度までであった。 

Ｓは、クレジットカードサービス（以下「本件役務」という。）を提供するに

当たり、電子メール及びダイレクトメールにおいて、申込期限：○年○月○日ま

で 年会費△△円のゴールドカードが実質無料でこの先ずっとお持ちいただけま

す。初年度年会費無料＋２年目以降前年に１回（□□円）以上のカード利用で無

料などと記載することにより、あたかも、申込期限までに本件役務の入会を申し

込んだ場合に限り、初年度の年会費が無料になり、次年度以降の年会費について

も前年に１回以上の本件役務の利用で無料となるとの特典が受けられるかのよう

に表示していたが、実際には、記載された申込期限後に本件役務の入会を申し込

んだ場合にも、当該特典が受けられるものであった。 

Ｔは、かばん（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、自社ウェブ

サイトにおいて、○年保証、△△には○年間の製品保証が付いています、期間内

であれば何度でもこの保証サービスを受けることが可能ですなどと記載すること

により、あたかも、本件商品について、記載された保証が受けられるかのように

表示していたが、実際には、本件商品は、当該保証の対象外であった。 

Ｕは、インターネット通信サービス（以下「本件役務」という。）を提供する

に当たり、自社ウェブサイトにおいて、他社インターネット通信サービスから乗

り換えの方○○円分商品券プレゼントなどと記載することにより、あたかも、他

のインターネット通信サービスから本件役務に変更することにより、○○円分の
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商品券を受け取れるかのように表示していたが、実際には、特定の事業者から本

件役務に変更した場合は、○○円分の商品券を受け取れないものであった。 

Ｖは、コンテンツ配信サービス（以下「本件役務」という。）を提供するに当

たり、自社ウェブサイトにおいて、毎日更新！無料でマンガ・小説が読み放題、

全作品・全話無料全編フルカラーなどと記載することにより、あたかも、本件役

務において提供する全作品・全話が常時無料で閲覧できるかのように表示してい

たが、実際には、新規に配信されたものについては、一定期間を経過するまでは

有償のポイントを使用しなければ閲覧できないものであった。 

Ｗは、移動通信サービス（以下「本件役務」という。）を提供するに当たり、

自社ウェブサイトにおいて、乗換え特集 違約金は当社が負担します Ａ社違約

金○○円、Ｂ社違約金△△円、Ｃ社違約金□□円 などと記載することにより、

あたかも、他の移動通信サービスから本件役務に変更することにより発生する違

約金について、全額Ｗが負担するかのように表示していたが、実際には、違約金

額には上限があるものであった。 

Ｘは、預貯金に係る役務を提供するに当たり、店頭配布チラシ、ポスター及び

ダイレクトメールにおいて、キャンペーン期間中、新規で○○円以上の預入（預

入期間△年以上）の契約をした場合に景品を提供している旨を記載し、先着総計

□名さま ○○円以上～◎◎円未満お預け入れのお客さま ●をプレゼント、◎

◎円以上▲▲円未満お預け入れのお客様 ■をプレゼントなどと記載することに

より、あたかも、キャンペーン期間中に新規で○○円以上の預入の契約をした場

合、その預入額に応じて各景品の先着総計数に達するまで先着順に当該景品が提

供されるかのように表示していたが、実際には、各景品の提供数が表示された上

限数に達していなくても、各店舗に割り当てられた各景品がなくなった場合に

は、当該景品の提供が受けられないものであった。 

Ｙは、雑誌を販売するに当たり、次号の予告ページにおいて、キット付きなど

と記載することにより、あたかも、次号の特集記事に関連する小物製作に要する

材料キットが次号の付録として付いているかのように表示していたが、実際に

は、材料キットは一般懸賞の方法で提供されるものであった。 

Ｚは、生ビール（以下「本件役務」という。）を提供するに当たり、店頭看板

及び自社ウェブサイトにおいて、メンバーズカードで！と記載した上で、いつで

も生ビールが○○円と記載することにより、あたかも、入会金の負担なく○○円

で本件役務の提供を受けられるかのように表示していたが、実際には、表示され

た料金で本件役務の提供を受けるには、別途入会金が必要となるものであった。 

ＡＡは、移動通信サービス（以下「本件役務」という。）を提供するに当た

り、自社ウェブサイトにおいて、通常価格○○円 → price down 月額△△円

と記載することにより、あたかも、本件役務の通常価格は月額○○円であるとこ

ろ、契約期間を通じて月額△△円に値下げして提供するかのように表示していた

が、実際には、月額△△円で本件役務が提供されるのは３年間の契約期間のうち

３か月間のみであった。 

ＡＢは、電気供給サービス（以下「本件役務」という。）を提供するに当たり、

自社ウェブサイト等において、新料金プランで誰でも電気代がおトクになどと記

載することにより、あたかも、他の電気供給サービスから本件役務に変更すれば、

誰でも電気料金が安くなるかのように表示していたが、実際には、本件役務に切

り替えても電気料金が安くならない場合があった。 

ＡＣは、インターネット通信サービス（以下「本件役務」という。）を提供する
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に当たり、自社ウェブサイトにおいて、最大○○万円無条件キャッシュバック ※

不要なオプション加入なしなどと記載することにより、あたかも、本件役務を契

約すれば、特段の条件なく最大○○万円のキャッシュバックを受けることができ

るかのように表示していたが、実際には、○○万円のキャッシュバックを受ける

ためには、オプションサービスの申込み等の条件を満たす必要があった。 

 

（有利誤認のうち不当な二重価格表示） 

二重価格表示は、事業者が自己の販売価格に当該販売価格よりも高い他の価格（以

下「比較対照価格」という。）を併記して表示するものであり、その内容が適正な場

合には、一般消費者の適正な商品選択に資する面がある。しかし、二重価格表示に

おいて、販売価格の安さを強調するために用いられた比較対照価格の内容について

適正な表示が行われていない場合には、一般消費者に販売価格が安いとの誤認を与

え、有利誤認に該当するおそれがある。 

 

事件の概要例 

ＡＤは、インターネット通信サービス（以下「本件役務」という。）を提供す

るに当たり、店舗に設置した店頭パネルにおいて、店舗の所在地域で利用可能な

競争事業者による役務の提供価格について、乗り換えた方がお得と記載した上

で、本件役務の提供価格よりも高い価格を記載することにより、あたかも、本件

役務の提供価格が競争事業者による役務の提供価格に比して安いかのように表示

していたが、実際には、競争事業者による役務の提供価格は、根拠のないもので

あった。 

ＡＥは、オンライン外国語講座を提供するに当たり、自社ウェブサイトにおい

て、○○円→△△円などと、実際の提供価格に当該提供価格を上回る価額を併

記することにより、あたかも、実際の提供価格が当該価額に比して安いかのよう

に表示していたが、実際には、当該価額は、ＡＥが任意に設定した価格であっ

て、提供した実績のないものであった。 

ＡＦは、仏壇を販売するに当たり、新聞折り込みチラシにおいて、表示価格は

税抜き価格ですと記載するとともに、○メ○○円の品を処分価格△△円と記載する

など、処分価格と称する実際の販売価格に当該販売価格を上回る○メとの記号を

付した価額を併記することにより、あたかも、○メとの記号を付した価額は消費税

抜き価格であって、当該価格から処分価格と称する実際の販売価格に値下げして

いるかのように表示していたが、実際には、○メとの記号を付した価額は、メー

カーのカタログに記載された消費税込みの価格であった。 

ＡＧは、音響・映像製品（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、

ウェブサイトにおいて、参考価格：○○円、価格：△△円、ＯＦＦ：￥□□（７

７％）などと、実際の販売価格に当該販売価格を上回る参考価格と称する価額並

びに実際の販売価格との差額及び割引率を併記することにより、あたかも、本件

商品の実際の販売価格が参考価格と称する価額に比して安いかのように表示して

いたが、実際には、参考価格と称する価額は、ＡＧが任意に設定した根拠のない

ものであった。 

ＡＨは、スマートフォン設定サービス（以下「本件役務」という。）を提供す

るに当たり、自社ウェブサイトにおいて、通常価格￥○○ ￥△△などと、実際
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の提供価格に当該提供価格を上回る通常価格と称する価額を併記することによ

り、あたかも、通常価格と称する価額は、本件役務について通常提供している価

格であり、実際の提供価格が当該通常提供している価格に比して安いかのように

表示していたが、実際には、通常価格と称する価額は、ＡＨにおいて提供された

実績のないものであった。 

ＡＩは、靴（以下｢本件商品｣という。）を販売するに当たり、カタログにおい

て、ご愛用者価格○○円  ご愛顧特別価格△△円などと、ご愛顧特別価格と称

する実際の販売価格に当該価格を上回るご愛用者価格と称する価額を併記するこ

とにより、あたかも、ご愛用者価格と称する価額は、本件商品について通常販売

している価格であり、実際の販売価格が当該通常販売している価格に比して安い

かのように表示していたが、実際には、ご愛用者価格と称する価額は、当該カタ

ログにおいて、最近相当期間にわたって提供された実績のないものであった。 

ＡＪは、検査サービスに係るキット（以下「本件商品」という。）を販売する

に当たり、自社ウェブサイトにおいて、通常購入 ￥○○ △％ＯＦＦ ￥□□

などと記載することにより、あたかも、通常購入と称する価額は、本件商品につ

いて通常販売している価格であり、実際の販売価格が当該通常販売している価格

に比して安いかのように表示していたが、実際には、通常購入と称する価額は、

ＡＪにおいて提供された実績のないものであった。 

ＡＫは、移動通信機器等のレンタルサービスを提供するに当たり、自社ウェブ

サイトにおいて、○○円／日 → △△円／日などと、実際の提供価格に当該提

供価格を上回る価格を併記することにより、あたかも、実際の提供価格△△円が

○○円に比して安いかのように表示していたが、実際には、○○円は、ＡＫにお

いて提供された実績のないものであった。 

ＡＬは、音楽講座（以下「本件役務」という。）を提供するに当たり、自社

ウェブサイトにおいて、○％ＯＦＦ 入会金ＯＦＦキャンペーン △年△月△日

まで 通常価格□□円→◎◎円などと、実際の提供価格に当該提供価格を上回る

通常価格と称する価額を併記することにより、あたかも、通常価格と称する価額

は、本件役務について通常提供している価格であり、記載された期限までに入会

した場合に限り、実際の提供価格が当該通常提供している価格に比して安いかの

ように表示していたが、実際には、通常価格と称する価額は、ＡＬにおいて提供

された実績のないものであった。 

ＡＭは、時間貸し駐車場に係る役務（以下「本件役務」という。）を提供する

に当たり、自社ウェブサイトにおいて、キャンペーン価格 １日間 ○○円 

キャンペーン終了間近です。今がチャンス お急ぎ下さい。終了次第下記料金に

戻ります。→通常料金 １日間 △△円などと、実際の提供価格に当該提供価格

を上回る通常料金と称する価額を併記することにより、あたかも、通常料金と称

する価額は、本件役務について通常提供している価格であり、キャンペーン期間

に限り、実際の提供価格が当該通常提供している価格に比して安いかのように表

示していたが、実際には、繁忙期等を除いて１年の大半（約１０か月）の期間に

おいて△△円で提供しているものであった。 
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ウ 第５条第３号（指定告示） 

（原産国） 

事 件 概 要 

ＡＮは、手袋（以下「本件商品」という。）を販売するに当たり、商品下げ札及び

洗濯ラベルにおいて、○国製などと表示していたが、この表示は、本件商品の原産

国が△国であることを一般消費者が判別することが困難であると認められるもの

であった。 

 

(2) 景品事件 

ア 懸賞景品告示 

(ｱ) 第１項～第４項 

景品類の限度額：取引価格の 20倍の金額（当該金額が 10万円を超える場合

10万円まで） 

景品類の総額：取引予定総額の２％まで 

事 件 概 要 

ＡＯは、店舗に設置した応募箱から応募した者を含む一般消費者を対象に、抽選

により、自社の商品を提供することを企画し、これを実施した。 

本件企画により提供することができる景品類の最高額は、取引価格の２０倍の金

額（当該金額が１０万円を超える場合１０万円まで）であるところ、提供される景

品類の価額は１０万円を超えるものであった。 

ＡＰは、自社が販売する商品を掲載したダイレクトメールに基づき応募した一般

消費者を対象に、抽選により、温浴器を提供することを企画し、これを実施した。 

本件企画により提供することができる景品類の最高額は、取引価格の２０倍の金

額（当該金額が１０万円を超える場合１０万円まで）であるところ、提供される景

品類の価額は１０万円を超えるものであった。 

   

(ｲ) 第５項 

「二以上の種類の文字、絵、符号等を表示した符票のうち、異なる種類の符票

の特定の組合せを提示させる方法を用いた懸賞による景品類の提供」は全面禁

止。平成 29年度は指導実績なし。 

 

イ 総付景品告示 

景品類の限度額：取引価格 1,000円未満の場合、200円 

取引価格 1,000円以上の場合、取引価格の 10分の２の金額 

事 件 概 要 

ＡＱは、下着を購入した者に対して、もれなく、○○円相当の靴下類を提供する

ことを企画し、これを実施した。 

これは、本件企画により提供できる景品類の限度額△△円を超えるものであっ

た。 

ＡＲは、他社のインターネット通信サービスから自社のインターネット通信サー

ビスに変更した者に対して、もれなく、○○円相当の商品券を提供することを企

画し、これを実施した。 
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これは、本件企画により提供できる景品類の限度額△△円を超えるものであっ

た。 

ＡＳは、無料引換券を持参して飲食物を注文した者に対して、もれなく、○○円

相当のドリンクバーを提供することを企画し、これを実施した。 

これは、本件企画により提供できる景品類の限度額△△円を超えるものであっ

た。 

 

なお、３(1)及び(2)における指導事案については、表示内容等を一部加工して記載

している。 
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別紙２ 

平成 29年度において都道府県知事により措置命令が行われた事件 

 

No 
事件名 

(命令年月日) 
都道府県 事  件  概  要 違反法条 

１ 

株式会社ＪＣに

対する件 

（H29.8.8） 

静岡県 株式会社ＪＣは、衣類を販売するに当たり、「楽天市

場」と称するインターネット上のショッピングモール

において、平成２８年１２月頃から平成２９年６月末

までの間、「シルクパジャマ」、「シルク 97％」等と表

示することにより、あたかも、本件衣類の素材にシル

クが使用されているかのように表示をしていた。 

実際には、本件衣類の素材の９８％以上はポリエス

テルであった。 

第５条 

第１号 

２ 

株式会社ジーエ

スに対する件 

（H29.8.8） 

静岡県 株式会社ジーエスは、衣類を販売するに当たり、

「Yahoo!ショッピング」及び「ポンパレモール」と称

するインターネット上のショッピングモール並びに自

社サイトにおいて、平成２９年４月頃から同年６月末

までの間、「シルクパジャマ」、「シルク 97％」等と表

示することにより、あたかも、本件衣類の素材にシル

クが使用されているかのように表示をしていた。 

実際には、本件衣類の素材の９８％以上はポリエス

テルであった。 

第５条 

第１号 

３ 

ホクレン農業協

同組合連合会に

対する件 

（H29.8.22） 

北海道 ホクレン農業協同組合連合会は、道内の小売店にお

いて１０品目の加工食品を販売するに当たり、遅くと

も平成２５年１０月から平成２９年２月２２日までの

間、「プライスカードポップ」と称する商品説明カード

において、「道産食材おススメ宣言！」と記載した上

で、「やっぱり、道産。 道産食材使用率７０％以上」

等と表示することにより、本件加工食品に道産原料が

使用されているかのように示す表示をしていた。 

実際には、道産原料が未使用（うち２品目は、一部

時期について未使用）であった。  

第５条 

第１号 

４ 

株式会社ミニミ

ニ福岡に対する

件 

（H29.8.30） 

福岡県 株式会社ミニミニ福岡は、２３件の賃貸住宅物件情

報に関し、平成２９年３月２５日から同年５月１１日

までの間、自社サイトを含む不動産情報サイト（計３

サイト）において、「沿線・駅：鹿児島本線博多駅（徒

歩５分）、所在地：福岡県福岡市博多区博多駅前３丁

目、賃料：５０，０００円、間取り：１Ｋ、入居日：

即入居可、『美野島商店街まで６００Ｍ。博多駅も徒歩

圏内ですよ。広いお部屋をお探しの方お見逃し無く。

バストイレ別でこの家賃。』」等と表示することによ

り、当該物件を賃借できるかのように示す表示をして

いた。 

実際には、当該物件は存在しないため、取引するこ

とができないものであった。 

第５条 

第３号 

（おとり広

告） 

５ 

有限会社ヴィア

ンに対する件 

（H29.11.10） 

長野県 有限会社ヴィアンは、中古自動車を一般消費者に販

売するに当たり、平成２９年１月１３日から同年７月

１３日までの間、中古自動車情報サイト及び中古自動

車情報誌において 

① 中古自動車２台の走行距離について、「８．７万ｋ

ｍ」等と記載することにより、当該中古自動車の走

行距離が記載の数値のとおりであるかのように示す

第５条 

第１号 
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No 
事件名 

(命令年月日) 
都道府県 事  件  概  要 違反法条 

表示をしていたが、実際には、オートオークション

の出品資料である車両情報に記載された走行距離よ

り過少に表示したものであった。 

② 中古自動車２台の修復歴について、「なし」等と記

載することにより、あたかも当該中古自動車の車体

の骨格部位に修復歴がないかのように示す表示をし

ていたが、実際には、オートオークションの出品票

等に修復歴を示す記号が記載された修復歴があるも

のであった。 

６ 

全国農業協同組

合連合会兵庫県

本部に対する件 

（H29.12.22） 

兵庫県 全国農業協同組合連合会兵庫県本部は、自らが運営

する飲食店において一般消費者に料理を提供するに当

たり、平成２７年４月頃から平成２９年１０月１５日

までの間、当該飲食店のメニュー及び自らのウェブサ

イトにおいて、「神戸ビーフ」等と記載することによ

り、あたかも、当該飲食店で提供する料理に「神戸

ビーフ」を使用しているかのように示す表示をしてい

た。 

実際には、一部について、「神戸肉・神戸ビーフ」の

定義（神戸肉流通推進協議会規約第２１条）に該当し

ない「兵庫県産（但馬牛）」を使用していた。 

第５条 

第１号 

 

７ 

有限会社オート

ランドナカガワ

に対する件 

（H30.1.12） 

栃木県 有限会社オートランドナカガワは、中古自動車を一

般消費者に販売するに当たり、少なくとも平成２９年

１０月９日から同月３１日までの間、中古自動車情報

ウェブサイト及び中古自動車情報誌において、中古自

動車１６台の修復歴について、「なし」又は「無」と記

載することにより、あたかも、当該中古自動車の外観

や機能に欠陥（車体の骨格にあたる部分が損傷したも

のをいう。以下同じ。）が生じるなどの修復歴がないか

のように示す表示をしていたが、実際にはオートオー

クションの出品票及び落札資料に、車体の外観や機能

に欠陥が生じるなどの修復歴を示す記号が記載された

修復歴があるものであった。 

第５条 

第１号 

 

８ 

株式会社ギミッ

クパターンに対

する件 

（H30.3.29） 

東京都 株式会社ギミックパターンは、下着などの衣類４商

品及び石けん（以下これらを併せて「本件５商品」と

いう。）を一般消費者に販売するに当たり、最長で平成

２８年９月１日から平成２９年１２月２０日までの

間、自社ウェブサイトにおいて、 

① あたかも、本件５商品を着用又は使用するだけ

で、容易に「脚が細くなる」、「豊胸」、「痩身」な

どの効果が得られるかのように示す表示をしてい

たが、東京都は、ギミックパターンに対し、期間

を定めて、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

の資料の提出を求めたところ、ギミックパターン

は、当該期間内に当該資料を提出しなかった。 

② あたかも、「通常価格」と称する価額は、自社

ウェブサイトにおける通常の販売価格であり、実

際の販売価格が当該価格に比して安いかのように

表示していたが、実際には、「通常価格」と称する

価額はギミックパターンが任意に設定した価額で

あって、販売された実績のないものであった。 

第５条 

第１号 

（第７条 

第２項 

適用） 

及び 

第５条 

第２号 
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（参考） 

年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 合計 
北海道    1  1 

青 森      

岩 手      

宮 城      

秋 田      

山 形      

福 島      

茨 城      

栃 木    1 1 

群 馬      

埼 玉 1  1    2 

千 葉      

東 京 2    1  3 

神奈川      

新 潟      

富 山      

石 川      

福 井      

山 梨      

長 野    1 1 

岐 阜  1    1 

静 岡   1  2  3 

愛 知      

三 重      

滋 賀      

京 都      

大 阪      

兵 庫    1  1 

奈 良      

和歌山      

鳥 取      

島 根      

岡 山      

広 島  1   1 

山 口      

徳 島      

香 川      

愛 媛      

高 知      

福 岡    1  1 

佐 賀      

長 崎      

熊 本      

大 分      

宮 崎      

鹿児島      

沖 縄      

合 計 3 3 1 8 15 

平成 26年度までは指示件数、平成 27 年度以降は措置命令件数。 




